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管理組合運営と今後の展望～コロナ禍での経験を今後に活かす～
マンション総合コンサルティング株式会社　代表取締役  廣田　信子

（マンションコミュニティ研究会代表）

特集1

マンション管理組合の感染症対策を支援
～「マンションにおける新型コロナウイルス感染症対策マニュアル＜ひな型＞」を作成～

公益財団法人まちみらい千代田

特集2

ＩＴを活用した総会の実施ガイドラインについて
～「新たな総会のスタイル」の実現に向けて～

一般社団法人マンション管理業協会  次長  鈴木　隆嗣

特集3

特集　「新しい生活様式」下での管理組合運営～管理組合における新型コロナウイルスへの対応について～
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住宅金融支援機構債券（マンション債券）積立制度（愛称：「マンションすまい・る債」）をご利用
いただき、誠にありがとうございます。

このたび、「住宅金融支援機構マンション情報ＢＯＸ」2021年春夏号を発刊いたしましたのでお届
けいたします。

この「住宅金融支援機構マンション情報ＢＯＸ」は、マンションすまい・る債を積み立ていただい
ているマンション管理組合さまへマンション管理・再生に関する有益な情報が掲載された情報誌とし
てお届けしています。

今号の特集は、「「新しい生活様式」下での管理組合運営～管理組合における新型コロナウイルスへ
の対応について～」をテーマとしています。昨年来、新型コロナウイルス感染症が拡大する中、総会、
理事会等の開催等、管理組合運営に苦慮されている皆さま方への一助となれば幸いです。

＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

マンションに居住している皆さまが、安全・安心な暮らしをしていくためにはマンションの適正な
維持・管理に努め、安全対策を進めていくことが重要であり、その一つとして、計画的な修繕等が不
可欠となります。今号が、お住まいのマンションの適正な維持管理や長く快適に住まい続けたいとお
考えの管理組合さまのご検討の一助となれば幸いです。
「マンションすまい・る債」は、修繕積立金の計画的な積立てや適正な管理をサポートするため、

当機構が発行する債券です。
今後も「マンションすまい・る債」のご利用をよろしくお願い申し上げます。

 2 0 2 1 年 6 月
住宅金融支援機構

～　お　知　ら　せ　～

　今号掲載の「住宅金融支援機構マンション情報ＢＯＸ」の特集記事等については、当機構ホー
ムページ内の「マンションすまい・る債」ページにおいて、掲載いたしますので、管理組合の皆
さまに共有いただき、ご覧いただければと思います。
　なお、過去発行号の特集記事につきましても掲載しておりますので、併せてご覧いただければ
と思います。詳しくは、下記ＵＲＬよりご覧ください。

͝஫ҙ　情報ＢＯＸ掲載のページＵＲＬを変更させていただいております。

❖ は じ め に ❖

!

https://www.jhf.Ho.jp/loan/kanri/smile/joho/johoboY.html
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コロナ禍は、管理組合に感染防止対策という新た
な課題を投げかけると同時に、人が集まって話し合
えない、コミュニティ活動ができない等管理組合活
動に大きな影響を与えました。一方で、オンライン
活用が進む、若い人がマンション管理に関心を持つ
など新たな芽も生まれています。

コロナ禍も2年目に突入しましたが、コロナ禍が
収まるまで管理組合活動を控えればいいという訳に
はいかず、新たな生活様式を踏まえた管理組合活動
の在り方を本気で考えざるを得なくなりました。ど
うせなら、この受け入れざるを得なくなった変化を
プラスに活かしたいものです。

本稿では、コロナ禍で管理組合に何が起こり、ど
う対処したか、その変化を今後にどう活かせばよい
かを、マンションコミュニティ研究会が実施した
Webアンケートの結果を踏まえて考えてみたいと思
います。

ʢ�ʣɹΞンέʕトௐࠪͷܦҢ
マンションコミュニティ研究会は、活動を始めて

11年。マンションの安心居住や合意形成に不可欠な
コミュニティの重要性を伝え、それをサポートする
活動を続けてきました。月1回の勉強会、年2回のフォ
―ラムで、直接情報や意見を交換することを大切に
してきましたが、2020年2月の勉強会からコロナ禍
の影響で活動を中止せざるを得ませんでした。理事
会はいち早くオンラインで開催し、オンラインでの
勉強会等の開催を模索していましたが、その間、コ
ロナ禍への対処方法に関する情報がなくて困ってい
る管理組合からネット経由で相談が多数届くように
なりました。

・管理組合での感染症対策をどこまでするのか
・理事会が開けない場合はどうしたらいいか

・総会は延期しても大丈夫か
・突然、管理員が出勤しなくなって困っている
・コミュニティ活動や説明会ができない
というのが主な内容でした。
他の管理組合の情報がほしいという声が多かった

のですが、人が集まれない状況で、私たちが持って
いる情報も断片的でした。6月から完全オンライン
で活動を再開したので、一度コロナ禍に特化した意
見交換会をオンラインで実施してみようということ
になりました。いずれWebアンケートを実施した
いと考えていたので、その質問項目を決める参考に
したいという思いもあってのことです。

8月に3回、各20名の参加で、オンラインで、ワー
クショップ形式の意見交換と簡単なアンケートを実
施しました。意見交換会でのコロナ禍に対する管理
組合の生の声はたいへん参考になり、これを元に
Webアンケートの質問項目、選択肢をまとめました。

ʢ�ʣɹΞンέートௐࠪͷ֓ཁ
名　　称：「Withコロナの管理組合運営とコミュニ 

ティに関する実態及び意識調査」
実施主体：マンションコミュニティ研究会
対　　象：全国のマンション管理組合役員及びマン

ション居住者
方　　法：Webアンケート（選択式＆自由記載）
実施期間：2020年9月23日～10月25日
回 答 数：316
回答者の属性：
①地域

首都圏（東京都/神奈川県/千葉県/埼玉県）：
64.4％

近畿圏（大阪府/京都府/滋賀県/奈良県/和歌山
県/兵庫県）：17.7％

その他（20道県）：17.7％
②マンションの築年数

築10年未満　：  7.9％

管理組合運営と今後の展望
～コロナ禍での経験を今後に活かす～

マンション૯合ίンαϧςΟンάʢגʣ���୅දऔక໾ɹኍాɹ৴ࢠ
ʢマンションίϛϡχςΟڀݚձ୅දʣ
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築10年～19年：26.9％
築20年～29年：24.1％
築30年～39年：21.5％
築40年以上　：19.6％

③マンションの規模（戸数）
50戸未満　　：21.5％
50戸～99戸　：29.4％
100戸～199戸：20.3％
200戸～299戸：  8.9％
300戸以上　 ：19.9％

④回答者と管理組合の関係
緊急事態宣言時、現在とも役員：38.0％
緊急事態宣言時、現在とも役員ではない：39.6％
その他（緊急事態宣言時のみ役員、宣言後役員、

元役員、専門委員等）：22.4％　
＊緊急事態宣言は、第１回（2020年4月7日～5月6日）
　を指す、以下同

̎ɽίϩφՒͰ管理૊߹ʹͨͬ͜͜ىͱ
ʢΞンέートௐࠪ݁ՌΑΓʣ

ʢ�ʣɹίϩφײછରࡦ
ʢBʣɹ管理૊߹ͱ࣮ͯͨ͠͠ࢪରࡦ

「注意喚起やマスク着用等のマナー掲示、投函」
を54.1％、「消毒液の設置」を33.9％、「清掃、消毒
の強化」を24.7％のマンションで実施していました。
一方、「特に何もしていない」が25.9％ありました。

ʢCʣɹूձࣨͷར༻੍ݶ
緊急事態宣言時における集会室の利用制限は、「使

用禁止にした」が26.2％、「特に何もしていない」
が19.9％、部分的制限については、「グラフ１」の
通りです。これを地域別に見ると、首都圏では「使
用禁止にした」が31.5％と高く、感染拡大に比例し
ていると考えられます。築年数別では、築10年未満
で、「使用禁止にした」が最多で39.3％、規模別で
は300戸以上で「使用禁止にした」が最多で38.7％
となり、若い住民が多いほど、規模が大きいほど、
中止にした傾向が見られます。

ʢDʣɹͦͷଞͷରࡦ
「エレベーターの定員制限をした」は5.4％、「感

染者は届け出るように通知していた」は8.9％と共
に少数でした。また、感染者が出た場合の対処方法
を「決めていた」が19.1％「検討したが決定にはい
たらなかった」が17.8％、「検討しなかった」が
63.0％でした（グラフ2参照）。

ʢ�ʣɹ管理૊߹ӡӦ
ʢBʣɹ૯ձͷ։࠵ঢ়گʢ૯ձ։ظ࣌࠵Ͱ͋ͬͨϚン
γϣン̽����ʣ
「予定通り開催した」が70.3％、「延期し、その後

開催した」が25.9％と、大多数のマンションでは、
ほぼ予定通り総会を開催しています。開催、延期等
の判断根拠については、「理事の意見」が45.9％、「管
理会社の意見」が23.4％、「住民の意見」が5.1％、「専
門家のアドバイス」が6.0％でした。理事以外では、
管理会社の意見が大きかったことが分かります。
「開催に当たり特に注意したこと（複数回答）」で

は、「議決権行使書・委任状を推奨し、会場に来る
人数を少なくする工夫をした」が最多で67.0％でし
た。「議案の数を少なくするなど、総会の時間を短
くする工夫をした」が15.7％、「リモート参加でき
るようにした」が3.5％でした。「書面決議とした」
も3.9％ありました。

また、「議案に対する配慮（複数回答）」では、「議
案書を早めに配布して、事前質問を受け付けた」が
32.2％、「必要最低限の議案にした」が22.6％、一方
で「大規模修繕工事の実施等重要な議案も付議した」
が13.9％、「特に意識していない」が39.6％でした。
その他への自由回答では、「提案理由、経緯、内容
を分かりやすく議案書に記載した」「説明資料の充
実に心掛けた」等総会に出席しなくても十分理解し
て判断できるよう工夫をしていたことが分かりまし
た。

ʢCʣɹ理ࣄձͷ։࠵ঢ়گ
コロナ禍における理事会の開催状況は、「中止に

ͨ͠ʹࢭې༺࢖

ಛʹͳʹ΋͍ͯ͠ͳ͍

গਓ਺Ͱͷར༻ͷΈՄೳͱͨ͠

஫ҙىשͷΈͰར༻੍ݶ͸͠ͳ
͔ͬͨ
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なったことはない」が56.3％、「2～3カ月開催でき
なかった」が21.2％、「一回中止になった」が18.8％
でした（グラフ3参照）。

これを、築年数別で見ると、「中止になったこと
はない」は、築10年未満では38.9％であるのに対し、
築40年以上では66.0％で、築年数が浅いほど理事会
を中止した傾向が見られました。現役世代が多いほ
どコロナ禍に敏感だったという結果となりました。

規模別でみると、「中止になったことがない」が
多いのは、50戸未満（65.2%）と300戸以上（61.2%）
でした。50戸未満は理事の人数が少ないので密を避
けられるからだと考えられます。300戸以上では、
検討事項が多く理事会を中止にできないので、オン
ライン活用等で開催したものと考えられます。
「コロナ禍が原因で理事会に出席できない役員が

いたか」については、「感染が心配だから」が
13.6％、「会社で会合への参加を禁止されているか
ら」が4.7％、「家族に止められているから」が3.8％
見られました。欠席の事情まで確認しないため「わ
からない」が42.1％と多かったので、コロナ禍関係
の欠席の実数はもっと多いと考えられます。

ʢDʣɹΦンϥインձٞγεςϜ׆༻ঢ়گ
理事会等にオンライン会議システムを活用した管

理組合は21.5％でした。地域別では、「首都圏」が
30.5％と圧倒的に多くなりました。また、築年数が
浅いほど「活用した」が多くなりました（築10年未
満で33.3%、築40年以上で13.0%）。これは、住民に
若い人が多く、オンラインが活用しやすいためと考
えられます。

規模別では、規模が大きいほど「活用した」が多
くなりました（50戸未満9.1%、300戸以上49.0%）。
規模が大きいと検討事項が多く理事会を中止でき
ず、また、理事が多いとオンライン開催等を仕切れ
る人材がいるからだと考えられます。オンラインを
活用した中で、「オンラインと対面を併用した」が
53.6％と半数以上になっています。利用したオンラ

イン会議システムはZoomが92.9％と圧倒的に多く
なっています。
「オンライン会議システム活用で参加者の増減は

見られたか（n=56）」については、築10年未満で「増
えた」が33.3％と多くなっています。一方「減った」
と回答したのは、すべて「築30年～39年」で、役員
の年齢構成が若いと推測されるほど参加者増の傾向
が見られました。

ʢ�ʣɹ管理ձࣾͷରԠ
「コロナ対策による現場スタッフ等の勤務状況の

変化（複数回答）」については、「管理員、清掃員が
休務することがあった」が19.9％、「管理員、清掃
員の勤務時間が短縮された」が21.8％、「管理事務
室が閉鎖されたことがあった」が7.9％、「ゴミ出し
を住民がせざるを得ないことがあった」が3.2％で
した。一方、「特に変化がなかった」が53.8％、「わ
からない」が8.9％でした。

また、「現場スタッフの勤務状況の変更について
管理会社と話し合ったか」については、「特に変更の
申し出がなかった」が47.0％、「話し合って納得して
変更に応じた」が21.5％、「話し合いはなく一方的な
通知だった」が16.0％でした。

勤務日数、時間の短縮に伴う返金については、短
縮があったところの約半数は返金がなかったと回答
しています。

ʢ�ʣɹίϛϡχςΟɾ๷ࡂ
コロナ禍以降のお祭り等のコミュニティ行事の実

施状況は、「今年は中止した」が41.8％、「以前から
コミュニティ活動はない」が37.7％、「内容を変更
したり規模を縮小したりして実施」が4.4％となり
ました。通常お祭り等のコミュニティ活動をしてい
るところでは、ほとんどが今年は中止となっていま
した。

また、通常、サークル活動やサロン等があるとこ
ろでは、約3割が秋には活動を再開していました。
ひきこもりがちの高齢者に対しては、「何かあった
らいつでも連絡をくださいと伝えている」が
10.1％、「戸別訪問している」が3.5％ありました。

防災活動は、「以前から防災活動は特になし」が
25.9％、「今年は中止」が28.5％、「例年通り実施」
が9.8％、「内容を変更したり規模を縮小して実施」
が16.8％でした。中にはオンラインで防災訓練を実
施したケースもありました。

ཧࣄձ͕தࢭʹͳͬͨ͜ͱ͸
ͳ͍

̐Χ݄Ҏ্։࠵Ͱ͖͍ͯͳ͍

̍ճதࢭʹͳͬͨ

̎ʙ̏Χ݄։࠵Ͱ͖ͳ͔ͬͨ
üý.úˋ

øÿ.ÿˋ

ùø.ùˋ

úõþˋ
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̏ɽޙࠓʹ͍ͭͯ
ʢ�ʣɹ8JUIίϩφɺίϩφޙͰෆ҆ʹ͜͏ࢥͱ

コロナ禍の今、将来に対して不安に思っているこ
とについては、「コロナに感染した場合、周りにど
う思われるか」が最多（「不安である」27.2％、「ど
ちらかといえば不安である」42.4％）でした。不安
に関する自由記載欄には下記の回答がありました。

・「井戸端会議」の機会が減ったこと
・マンションの人間関係がさらに希薄になること
・人が力を合わせる機会がなくなったこと
・建替えに関する意見交換会が思うように行え

ないこと
・再生工事の合意形成がうまく進まないこと
人が接する機会が減ることで、合意形成がうま

くいかなくなることへの不安が大きいのが分かり
ます。

ʢ�ʣɹ৽͍͠ੜ༷ࣜ׆Ͱͷ管理૊߹ӡӦ�
新しい生活様式での管理組合運営のあり方につ

いては、下記の意見がありました。
・メールやSNSで普段から気軽に情報交換し、意

見を出し合うことが大事
・オンライン活用ができるよう環境整備、体制

作りを急ぎたい
・オンライン活用で、リアル会議より、各役員

がしっかり準備して発言するようになったの
で、今後も活用したい

・時間も場所も頻度も柔軟になるオンライン会
議を進めるべき

・役員のなり手不足の解消のためにはオンライ
ン会議を進めることが重要

・総会は、事前質問、問題点の指摘を出しても
らい書面での回答をする等、充分に準備した
上でリアル開催すべき

・少人数での意見交換会を地道にやっていく
・広報誌の発行の頻度を上げる
・ホームページをつくり、双方向の情報・意見

交換ができるようにする
・Withコロナ対策だけでなく、高齢化対策の意

味でもIT化を進める
・コロナ禍を、管理組合運営を変えるチャンス

と捉えている
・在宅勤務が増えるので、共用部分にワークス

ペースを確保する予定
・非常事態こそ、お互いを思いやった言動が必要
・コロナ禍で急速に収入が減った人の滞納に対

する救済策を検討している

ʢ�ʣɹޙࠓͷΦンϥインձٞͷ׆༻ҙ޲�
今後のオンライン会議システムの活用について

は、「コロナ後も推進すべき」が39.2％、「コロナ禍
等やむを得ない場合のみ活用すべき」が25.3％、「特
に活用を推進する必要がない」が19.6％でした（グ
ラフ4参照）。

これを、地域別で見ると、首都圏、特に東京都で
「コロナ後も推進すべき」が多くなっています。築
年数別でみると、築年数が浅くなるほど「コロナ後
も推進すべき」が多い傾向がはっきり見え、築10年
未満では64.0％となっています。オンライン会議の
活用に関するそれぞれの立場での意見は以下の通り
でした。

①必要ないと考える理由
・少人数なので必要性を感じない
・顔を合わせて話し合う方がいい
・オンラインでは対面のようには話せない
・高齢役員が多いので、オンラインにすると理

事のなり手が減る
・オンライン環境がない人がいる限り話を進め

るべきではない
②必要だから進めるべきと考える理由

・オンライン活用を契機に若い世代に移行して
いく必要がある

・多くの人に参加してもらえるようになる
・遠方の区分所有者、単身赴任、介護・子育て

中の方に理事を受けてもらいやすくなる
・外部業者や専門家も参加が可能になる
・使える人が使えない人に教えることもコミュ

ニケーションの機会になる
・リアルだけでは日程調整が難しくなっている
・場所の確保に左右されず会議ができる

③必要だと思うが難しいと考える理由
・高齢化が進んでいて理解を得ることが困難

ίϩφޙ΋ΦϯϥΠϯձٞγε
ςϜͷ׆༻Λਪਐ͢Δ΂͖

Θ͔Βͳ͍

ΦϯϥΠϯձٞγεςϜ͸ίϩ
φՒ౳ͷ΍ΉΛಘͳ͍৔߹ͷΈ
΂͖͢༺׆

ΦϯϥΠϯձٞγεςϜͷ׆༻
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・高齢理事が多く、PCもスマホも持っていない、
ネット環境、ITスキルがない人が多い

・高齢者のリアル信仰が強いため難しい

ʢ�ʣɹ管理ձࣾͱͷؔ܎ͷޙࠓ
ʢBʣɹޙࠓͷؔ܎ͷม化

「管理会社との関係の今後（複数回答）」について
は、「特にコロナ以前と変わらない」が53.8％、「管
理会社に任せ切りでなく、自分たちでできることは
自分たちですることを検討」が18.7％、「フロント、
管理員、清掃員の負担軽減を検討」が7.0％、「管理
会社から管理委託費見直し（増額）の話が出ている」
が6.0％、「管理会社から管理員、清掃員の勤務時間
の削減の提案が出ている」が3.8％、「管理会社に委
託する部分を減らすことを検討」が3.2％でした。

ʢCʣɹ管理ձࣾͱ管理૊߹ͷ͋Δ΂͖ؔ܎
今後のあるべき関係については、「管理組合は、

管理会社の監督は自分たちの責任と自覚し、チェッ
クを怠らない緊張関係が必要」とする本来の原則を
述べる意見がある一方で、下記のように「信頼関係
に基づく協力関係であるべき」という意見が多く見
られました。

・ウィンウィンの関係であるべき
・お互いの信頼関係が重要
・お互いの立場を理解して尊重することが大切
・協働意識を持ってことに当たるべき
・日頃からよく話し合えるオープンな関係の構

築が重要
・管理組合も管理会社から大事な存在と思って

もらえるような関係をつくることが必要
一方、信頼関係が築けないのには、管理組合に

も以下のような問題があるという指摘がありました。
・一部の理事が管理会社に高圧的でフロントを

委縮させてしまう
・組合員の管理会社に何でもしてもらうのは当

たり前という姿勢
・管理会社を敵のように扱うこと
・管理会社の社員を使用人のように扱ったり、

清掃員を見下す住人がいる
コロナ禍での管理会社への対応に関する協議に当

たっては、日頃の信頼関係の有無が露呈したと言え
ます。その反省から、自分たちも改めるべきことは
改め、管理会社との関係を見直したいとする管理組
合側の思いが見られました。

ʢ�ʣɹίϛϡχςΟͷޙࠓ
ʢBʣɹίϩφՒʹΑΔม化Λલ͖޲ʹͱΒ͑Δ

Withコロナ、その後のコミュニティについては、
変化を前向きに捉える意見も多く寄せられました。

・コロナ禍でコミュニティ活動ができなくなっ
たことが、人のつながりの重要性を再確認す
るきっかけになった

・無理して参加していたお付き合いがほぼなく
なった代わりにオンライン活用で新たなコ
ミュニティが生まれると感じた

・小さなグループ（理事会、自治会、敬老会、
子供会、ママ友、飲み友）があれば、人との
つながりは十分できる

・「みんなで一緒に」から「少人数の活動」に切
り替えている

・「コミュニティ活動＝イベント＝管理費より支
出」で揉めたが、コロナ禍はイベントとは別の
コミュニティ形成を考えるきっかけになった

・以前からコミュニティ活動に問題があったの
で、これを機会に原点から見直したい

ʢCʣɹίϛϡχέーγϣンͷ৽ͨͳܗ
コミュニティ活動にもオンラインを利用すること

を考えているという意見も寄せられました。
・オンラインは、お茶会、懇親会に活用できる
・コミュニティ活動にもオンラインの活用を検

討したい
・ホームぺージをつくりコミュニケーションの

活性化を図りたい

ʢDʣɹ情報఻ୡɺ情報ަ׵ͷ৽ͨͳܗ
コロナ禍という不安を抱える中、情報発信の重要

性に気づく意見も寄せられました。
・情報発信の頻度を上げることで集まれなくて

も繋がっていると感じられ不安が解消できた 
・連絡事項以外にも人とのつながりが感じられる

ような内容を発信することが重要だと知った
・タイムリーな情報伝達手段としてインターネッ

トを利用したい
・PC使用をサポートして高齢者もオンライン井

戸端会議ができるようにしたい

̐ɽίϩφՒͷݧܦΛ͔͢׆ʹޙࠓ
ఏݴ

マンションコミュニティ研究会では、アンケー
ト等に寄せられた意見等を踏まえて、コロナ禍の
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経験をプラスに活かすため、「管理組合運営及びコ
ミュニティに関する５つの提言」をまとめました。

＜提言１＞総会開催方法を見直し、準備を充実させ、
より民主的な決議を目指す

＜提言２＞理事会等にオンライン会議システムを取
り入れ、話し合いの場の選択肢を増やす

＜提言３＞管理会社とのコミュニケーションを密に
して信頼関係でつながる協働を目指す

＜提言４＞コミュニティ形成は、「イベント型」か
ら「多様な小グループの連携型」へ

＜提言５＞情報発信、情報交換のレベルを上げ、情
報でつながるコミュニティへ

ఏݴ ɿ̍૯ձ։ํ࠵๏Λݟ௚͠ɺ४උΛॆ࣮ͤ͞ɺ
ΑΓຽओతͳܾٞΛ໨͢ࢦ

コロナ禍の総会運営では、「総会出席人数を抑え
るため、総会議案書の内容を充実させ、早めに配布、
質問を受け付け、回答を文書で配布。回答を読んで
から議決権を行使できるようにすることで、より民
主的な総会運営ができた。」「総会前に提供される情
報が増え、事前質問がしやすいことで、管理組合運
営に対する関心が高まった。」というプラスの変化
がありました。

これまでも、総会は最後の手続きの場であって、
総会にかける前に、内容を理解してもらうための丁
寧な説明や意見聴取を行うことが重要で、それをや
り切って議案書に記載し、議案書を読めば納得して
議決権行使ができるようにすることが円滑な合意形
成には欠かせないと、様々な機会に述べてきました
が、手間がかかるためなかなか浸透しませんでした。
したがって、総会での質疑応答や反対意見を聞く前
に、事前提出の議決権行使書・委任状で賛否が決まっ
てしまうことへの不満が絶えず、トラブルの原因に
なっていました。総会に出席しても結論は出ている
ということが総会への関心を薄れさせ、結論が出て
いるが故に長時間の荒れる総会になり、一般の組合
員が参加しにくい状況を生んでいるケースも見受け
られました。

それが、コロナ禍で、総会への出席者を抑えるた
めに出席しなくても納得して議決権を行使してもら
え る よ う 丁 寧 な 総 会 運 営 を し た こ と で、 管 理
組合運営への関心を高め、民主的な決議ができたと
いう経験をしたのです。

コロナ禍が収まって、通常通りの総会が開催でき
るようになっても、元に戻してしまうのではなく、

「丁寧な総会までの過程を経て、議案書を充実させ、

事前に質疑にも丁寧に答え、それも判断材料にして
議決権を行使してもらう」という総会運営をスタン
ダードとすることを提言したいと思います。

ఏ̎ݴɿ理ࣄձ౳ʹΦンϥインձٞγεςϜΛ
औΓೖΕɺ࿩͠߹͍ͷ৔ͷબ୒ࢶΛ
૿΍͢

管理組合は、コロナ禍で必要に迫られオンライン
会議システムの利用を始めました。それによって、

「若い理事が積極的に参加するようになった」「資料
を事前に送ることで会議での検討内容が充実した」
等のプラスの変化があったことが報告されていま
す。若い理事が多いマンションでは、オンライン会
議になってから出席者が増えたというところもあり
ました。今後は、「役員の若返り」「役員になれる人
の範囲が広がる」「外部の専門家等に参加してもら
いやすくなる」等の効果が期待できます。

今後は、積極的に、理事会や委員会にオンライン
会議システムを取り入れ、リアルでの開催に加えて、
新たな話し合いの場をつくることを提言したいと思
います。

オンライン会議の活用については、合理性を評価
する若い世代と、対面に拘りたい高齢世代に分かれ
る傾向が見られます。しかし、これは対立する考え
方ではなく、選択の幅を広げるということだと捉え
てほしいと思います。一旦、オンライン活用の便利
さに気づいた人たちは、完全にリアルに戻すことに
は抵抗があります。したがって、オンラインでもリ
アルでも参加可能なハイブリット型から始めること
になります。実際にそのような運営をした管理組合
が多かったです。

そして、誰もがオンライン参加ができるように、
ハード、ソフト両面で手厚くサポートすることが重
要になります。現に、Wi-Fi機能付きのタブレット
を用意し、全てをセッティングし、使い方を指導す
ることで誰もが参加できるようにしたという管理組
合もありました。

コロナ禍が収まれば、もういいじゃない…となり
がちですが、今後、いつまた新たな感染症の危機が
襲うかはわからないのです。その時に、話し合いが
できず重要案件の合意形成が進まないということが
ないように備えることは危機管理の上でも必要だと
思います。建替え等重要な将来の方向に関する合意
形成の場面では、議論が止まることが、計画を頓挫
させることにもなりかねません。それでは積み上げ
てきたものが無になってしまいます。オンラインで
も話合いができる体制は、高経年マンションほど、
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ぜひ整えておいてほしいと思います。
ある高経年マンションでは、いち早くオンライン

会議システムを採用しています。高齢の役員の方が
多いのですが、理事長は、「若い理事さんが頑張っ
てくれたので、それを邪魔しないようにし、高齢理
事も謙虚に教えてもらうことでみんなができるよう
になった」と言います。その経験が若い理事たちの
意識を変え、すべてのことに積極的に動いてくれる
ようになった…という変化もあったようです。忙し
い現役世代が参加しやすい運営方法を取ることは、
役員の世代交代につながります。それが、結果とし
て長期にわたる継続的な管理組合運営を可能にして
いくのではないでしょうか。

ఏ̏ݴɿ管理ձࣾͱͷίϛϡχέーγϣンΛ
ີʹͯ͠৴པؔ܎Ͱͭͳ͕ΔڠಇΛ
໨͢ࢦ

コロナ禍では、管理員や清掃スタッフが果たして
くれている役割の大きさを再認識した管理組合も多
かったようです。そして、緊急事態が発生した時は、
それらの業務を管理会社が実施することは当たり前
ではないということも知りました。

管理組合と管理会社のコミュニケーションが円滑
で信頼関係がある場合は、管理員、清掃スタッフの
勤務状況に変更があっても大きな問題なく対応でき
ていたことが分かります。管理組合の方から管理員
等の身を案じ積極的に協力した事例も少なくありま
せんでした。

一方、コミュニケーションがとれておらず、信頼
関係が築けていないと、「話し合いもなく一方的だっ
た」「根拠や返金の説明が不十分だった」という不
満の声に繋がっています。
「管理組合と管理会社の関係のあるべき姿」につ

いては、お互いの信頼関係を大切にして、コミュニ
ケーションを密にし、共存関係を目指すべきという
声が多く上がっています。そして、現実はそうなっ
ていないのには、管理会社の社員を使用人扱いした
り、高圧的な態度をとる等管理組合側の問題もある
という指摘もありました。一昔前の「リプレイスを
ちらつかせれば管理会社は何でも言うことを聞く」
というような感覚を引きずっている人の存在は、今
や管理組合の利益を損なうことにもなりかねないと
多くの人が感じているのです。

したがって、コロナ禍による変化を、管理会社と
のコミュニケーションをより深め、お互いを尊重し
た、信頼関係に基づく関係を構築するチャンスとす
ることを提言したいと思います。

管 理 会 社 の 働 き 方 改 革、「DX（Digital 
Transformation／デジタルトランスフォーメー
ション）戦略」は急速に進むと思われます。そのた
めの新たな提案にどう対応していくかは非常に重要
な課題になると思います。それを円滑に進めるため
にも役員の世代交代を進めると共に、管理会社と新
たな信頼関係に基づく対等な関係をつくっておいて
いただきたいと思います。

ఏ̐ݴɿίϛϡχςΟܗ成͸ɺʮイϕントܕʯ
͔Βʮଟ༷ͳখάϧーϓͷ࿈ܕܞʯ΁

コロナ禍で、従来のようなコミュニティ活動がで
きなくなったことで、人とのつながりの重要性を再
認識した人も多いようです。その一方で、お付き合
いで参加しなければならないことがコロナ禍で減っ
たことは悪くないとし、今まで活動の仕方を見直す
よい機会だと捉えている声もあります。

中心になる方々が頑張って準備し、住民が多数集
まることを目指すイベント型のコミュニティ活動だ
けでない、別のつながり方を模索するよい機会だと
言えます。マンションコミュニティに重要なのは、
自分もこのコミュニティの一員として、他の住人と
緩くても繋がっているという感覚を持てることで
す。だとすると、それぞれ個人が自発的につながる
小グループがいくつもあり、それらがいざとなった
ら連携できるようなコミュニティの形もあるのでは
ないでしょうか。

小グループは、理事会、理事OBの集まり、委員会、
自治会、老人会、防災会、各サークル、子供会、
PTA、子供のスポーツクラブ仲間、ママ友、飲み
友達、ボランティア仲間等々何でもいいのです。小
グループは「小」であるが故に臨機応変に対応でき
るという強みがあります。実際に、大震災時に、気
心が知れている小グループは、連絡がすぐとれて、
チームワークもいい仲間なので、チームとして活躍
してくれて助かったという話を随所で聞きました。

今後、ますますマンションの居住者の年齢層も多
様化します。時間に余裕がある高齢者は、好きなサー
クルに所属してリアルで親交を深める。忙しい子育
て世代は、SNSでの情報交換でつながる…と言った
具合に多様なつながりがあることを、コミュニティ
のリソースと積極的に考えてみてはどうでしょう
か。グループ同士は、複数のグループに属している
人が繋ぎ役になって、自然に、緩やかなネットワー
クでつながって、実は一つの大きなコミュニティを
形成していると同時に、そのつながりはマンション
を越えて地域にも広がっているはずです。
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今までのみんなでいっしょに１つのイベント開催
に力を入れる…というコミュニティのあり方だけで
なく、「多様な小グループの連携型」のコミュニティ
をこの機会に考えてみることを提言したいと思いま
す。

ఏ̑ݴɿ情報ൃ৴ɺ情報ަ׵ͷϨϕϧΛ্͛ɺ
情報Ͱͭͳ͕ΔίϛϡχςΟ΁

コロナ禍で人が集まれなくなり、立ち話もしにく
い状況で、情報がないことが住民の不安感を高める
という経験をしました。タイムリーな情報の発信、
双方向のコミュニケーションが、円滑な管理組合運
営、安心して暮らせるコミュティには重要だという
ことが再認識されました。実際に、コロナ禍での工
夫の中には、マンションでの情報発信の機会を増や
した、内容を充実させた、タイムリーな発信を心掛
けたという回答がありました。様々な情報が飛び交
う中、身近なところの情報がタイムリーに伝えられ
たことが住民の安心につながったようで、コロナ禍
にどう対応するかで管理組合内に対立を生まないこ
とに繋がったようです。その一方で、何の情報提供
もないことが、住民の不安を高め、意識や感情の行
き違いに繋がってしまうということもありました。

今後は、ホームページをつくり、SNSを活用して
タイムリーな情報提供や、双方向のコミュニケー
ションがWeb上でできるようにしたいという声が
多く寄せられました。自分たちに身近な情報や思い
を共有することは、コミュニティに属する安心感を
もたらし、コミュニティの一員だという自覚を高め
ることにもなります。「提言４」の「多様な小グルー
プの活動」も、Web上で、その活動の様子を知らせ、
共有できるようになれば、直接会わなくても、「知っ
てる」という関係が育ち、緩やかなネットワークづ
くりにも一役買うことになるでしょう。そして、そ
ういった身近な情報や思いの共有は、コミュニティ
を支えるベースになり、重要な合意形成の場面で必
ず活きるはずです。

コロナ禍の経験を生かし、Webも活用して、情
報の範囲や伝えるスピードを一段上げ、共通の情報
でつながるコミュニティの形を考えることを提言し
たいと思います。

̑ɽޙ࠷ʹ
この原稿を書いているのは、第3回目の緊急事態

宣言の最中です。

説明会等の予定を緊急事態宣言中は控えていた管
理組会にとっては悩ましい状況です。昨年の総会で
は、極力人が集まらない状況での総会を行わざるを
得ないことから、議題は最小限とし、大規模修繕工
事等の総会提案を見送っていた管理組合も、もう待
てない状況です。

コロナ禍だからといって、災害の危険も住民の
高齢化も待ってくれる訳ではありません。高経年
マンションでは、再生か建替えかといった検討も
先延ばしはできません。だったら、変化を受け入れ、
今の状況をプラスに変えたいというのが私たちの
思いです。

改めて見ると、提言の目指すものは決して目新し
いものではありません。しかしながら、なかなか実
行に移せなかった、又は変われなかったものばかり
です。それがコロナ禍の危機で、ようやく動き出せ
るのです。これまで繰り返し、マンション管理の課
題として取り上げられながら、なかなか解決策がみ
つからなかった課題

・総会前に議決権行使書・委任状で結論が出て
いる

・役員の高齢化（世代交代ができない）
・理事の理事会出席率が低い
・管理会社との信頼関係が築けない
・お祭り等の担い手が高齢化で不足している
・世代間の交流ができない
等に対して、コロナ禍が私たちに突き付けた「変

化」が解決への糸口になるのではないでしょうか。
コロナ禍というピンチを、管理組合運営やコミュ

ニティを進化させる原動力にできるのではないかと
いう期待を込めて提言をさせて頂きました。

＜参考＞
「Withコロナの管理組合運営とコミュニティに関

する実態及び意識調査報告書」及び「別冊」並びに
「今後の管理組合運営及びコミュニティに関する提
言」（マンションコミュニティ研究会・ホームペー
ジで公開中。）

https://www.mckhuH.com/
ホームページ͸コチϥ
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千代田区は区民の80％以上が集合住宅で生活し

ています。千代田区分譲マンション実態調査によ
れば、区内に490棟、24,609戸（調査終了時である
平成30年3月現在）のマンションがあり、新型コロ
ナウイルス感染症の感染拡大防止に、マンション
居住者や管理組合が果たす役割は大きいものがあ
ります。公益財団法人まちみらい千代田（以下「ま
ちみらい千代田」という。）は、マンション居住者
や管理組合の方々に、役立ていただくため、「マン
ションにおける新型コロナウイルス感染症対策マ
ニュアル＜ひな型＞」を作成しました。

̍ɽ·ͪΈΒ͍ઍ୅ాͷ׆ಈ಺༰
千代田区の外郭団体として、マンション居住支

援や産業振興等に関連する各種事業を総合的に推
進しています。特に分譲マンションについては、
居住者が共同生活のマナーやルールを尊重すると
ともに、区分所有者全員で構成する管理組合が、
区分所有法等の法令にもとづき維持管理する必要
があります。快適な生活や適切な管理運営を実現
するための公的な支援が必要になることも少なく
ありません。まちみらい千代田は、管理組合や居
住者を支援するために、表–1の事業を実施してい
ます。

マンション管理組合の感染症対策を支援
～「マンションにおける新型コロナウイルス感染症

対策マニュアル＜ひな型＞」を作成～
ެӹࡒ団๏ਓ·ͪΈΒ͍ઍ୅ా

ಛू2

情報収集・発信
総合相談窓口の設置、アドバイザーの派遣、情報紙の発行（マンションサ
ポートちよだ等）、実態把握（千代田区分譲マンション実態調査等）、管理
会社との連絡会の開催

建物維持・整備支援
劣化診断調査費助成、マンション再生方針検討助成、共用部修繕工事債務
保証料助成、安全・安心整備助成、マンション再生計画検討助成

防災対策促進支援
防災計画策定支援、エレベーター非常用備蓄キャビネット配付、ＡＥＤ設
置、災害用資器材等購入費助成

管理組合支援
マンション管理講座の開催、千代田区マンション連絡会の開催、マンショ
ンコミュニティ活性化支援、総会会場費助成

ʢදô�ʣɹまちΈΒいઍ୅ాʹΑるマンションの؅ཧ૊合ɺऀॅډ౳΁の支援ۀࣄ

̎ɽ৽ܕίϩφ΢イϧεײછ঱ͷϚン
γϣン΁ͷӨڹ

令和2年春から蔓延しはじめた新型コロナウイル
ス感染症は、マンション生活や管理組合運営にも
大きな影響を与えました。まちみらい千代田の事
業の中でも、通常、隔月で開催している各マンショ
ンの管理組合理事長等で構成される「マンション
連絡会」や、年4回開催する「マンション管理講座」

も予定どおり実施できませんでした。
マンションは鉄筋コンクリート造等の気密性の

高い建物に、多くの人が生活し、共用のエントラ
ンス、エレベーター、廊下等もあります。また、
管理組合総会や理事会等の会合もしばしば開催さ
れます。戸建住宅に比べハードとソフトの両面で
＜密集、密接、密閉＞の三密になりやすく、感染
拡大が起きやすいことは否めません。また、居住
者が感染した場合に感染拡大を防止するとともに、
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感染者を特定させないという個人情報保護の観点
もマンションでは重要な問題となります。

しかし、管理規約や使用細則等のマンションの
ルールやマナーを定めた規定類には、感染症対策
に関連する条項はほとんどありません。

新型コロナウイルス感染症の感染が拡大したた
め、令和2年4月7日に国が東京都を始めとする７都
府県を対象に初めて緊急事態宣言を発出しました。
この時期は新年度をむかえた管理組合が通常総会
を開催する時期でもあり、総会準備のための理事
会等を含め、多くの会合がマンション内で開催さ
れます。

しかも管理規約で「通常総会を、毎年1回新会計
年度開始以後2ケ月以内に招集しなければならな
い」と定めている管理組合も多いため、どう対応
したら良いのか分からない、といった多くの問い
合わせがまちみらい千代田にありました。

まちみらい千代田は、共用部分での感染拡大防
止のための啓発チラシ（図–1 P12参照）を作成す
るとともに、広報紙「まちみらいニュース」、マン
ション居住者向け情報紙「マンションサポートち
よだ」に、三密（密集、密接、密閉）を防ぎ、ソ
ーシャルディスタンスをとるといった「新しい生
活様式」等の、新型コロナウイルス感染症への対
応について記事を掲載しました。

しかし、新型コロナウイルス感染症は症状が明
らかになる前から、感染が広がるおそれがあると
の専門家の指摘もあるように、いつ・どこで・誰
が感染してもおかしくない状況となっているにも
かかわらず、マンションにおける対策の全体像を
体系的に示すことは、必ずしも十分にできません
でした。

̏ɽʮϚンγϣンʹ͓͚Δ৽ܕίϩφ
΢イϧεײછ঱ରࡦϚχϡΞϧɹ
ʻͻͳܕʼʯͷ作成

こうした経緯から、まちみらい千代田は、千代
田区内の分譲マンションの各管理組合が「新型コ
ロナウイルス感染症対策マニュアル」を策定する
際の参考となるよう、「マンションにおける新型コ
ロナウイルス感染症対策マニュアル＜ひな型＞」
を作成、公表しました。

このマニュアルは、共同住宅であるマンション
における日頃からの各居住者による感染予防策の
徹底、管理組合による共用部分の清掃・消毒等、
共用部分における行動に関する注意喚起、居住者

がり患したときの対応等について、対策の全体像
を体系的に示しました。

マニュアルの本文は、次の4部構成です。
１．感染予防策の徹底
２．居住者に感染の疑いが生じた場合
３．居住者に感染者が発生した場合
４．その他（感染症拡大時における通常総会　

　　の開催）。

̐ɽײછऀ౳ͷਓݖ΁ͷ഑ྀΛಛʹ
ॏࢹ

新型コロナウイルス感染症にり患した人に対す
る心無い中傷や差別が大きな問題になっています。

「マンションにおける新型コロナウイルス感染症対
策マニュアル＜ひな型＞」の作成にあたり、特に
重視したのは、感染者や家族等への中傷や差別等
の発生を防ぐことです。

マニュアルは、感染者等から相談や情報提供を
受けた「管理組合の担当理事（理事長）は、個人
情報の保護を徹底し、人権への十分な配慮を行う。
担当理事（理事長）が知り得た情報は、業務を遂
行するにあたって必要となる管理会社担当者等、
必要最低限の者とのみ共有し、決して一般居住者
や第三者に漏らしてはならない」としています。

また、居住者が感染したとの報告を受けた場合、
必要に応じて、管理組合による共用部分の消毒」を、
業者委託によるか管理組合自ら実施することにな
りますが、感染者の発生した部屋のあるフロアを
消毒する場合には、決して感染者の部屋番号が一
般居住者や第三者に特定されることのないよう、
細心の注意を払うこととしています。

̑ɽϚχϡΞϧຊจͱผࢴͷ֓ཁ
本文の他に別紙として、関係する省庁、千代田

保健所、まちみらい千代田等が作成した文書を掲
載し、対策の根拠や相談先等が分かるようにしま
した。

（表–2）は本文の要点です。また（表–3）は別紙
の標題と出典です。

なお、別紙７は管理組合が各居住者に理解と協
力を求めるための、共用部分への掲示又は全戸配
布文書のひな型です。
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マンション共用部分では
次のことを守りましょう

他の人と十分な距離を

取りましょう！

マスクをつけましょ

う！

エレベーターの中では

会話を慎みましょう！
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ʢදr̎ʣマχϡΞϧ本จのཁ఺

１．感染予防策の徹底
（１）各居住者の対応

各居住者は「新しい生活様式」の実践を心がける（参照：別紙－1）
（２）共用部分の消毒等の徹底　

管理組合は、感染症対策のため、日頃から次の取り組みを徹底
①エントランス等にアルコール消毒液を配備
②窓やドアを開けてこまめに換気
③（エレベーター内も含め）機械換気を十分に活用
④通常の清掃に加えて、ドアノブや手すり、エレベーターの押しボタン等を頻繁に消毒

※具体的な消毒の方法は、別紙2－1、別紙2－2による。
（３）共用部分における注意喚起　

他の人と十分な距離を取る、マスクの着用、エレベーターの中では会話を慎むことの
徹底（参照：別紙３）

２．居住者に感染の疑いが生じた場合
各居住者は、発熱等の症状が生じた場合、かかりつけ医がいない、休診のときは「東京都発

熱相談センター 03－5320－4592」へすぐに相談

３．居住者に感染者が発生した場合
（１）各居住者の対応（参照：別紙４－１、別紙４－２）

検査の結果、感染していることが判明した場合、速やかに担当理事（理事長）へ
報告する＜任意＞

※担当理事（理事長）は、個人情報の保護を徹底し、人権に十分配慮する
（２）管理組合の対応

感染の報告を受けた場合に、必要に応じて共用部分の消毒を実施する
※感染者の部屋番号が特定されないよう細心の注意が必要

（３）保健所の対応
感染した居住者等への対応、接触者調査等は千代田保健所が行う（参照：別紙５）　　

４．その他
新型コロナウイルス感染症拡大時における通常総会の開催（参照：別紙６－１、別紙６－２）

◎以上のことについて、管理組合は別紙７（関連資料を含む）の共用部分への掲示、または全戸配
　布により、各居住者に理解と協力を求める。
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別紙１ 新しい生活様式の実践例 厚生労働省

別紙２－１ 消毒の方法 千代田保健所

別紙２－２
新型コロナウイルス対策―身のまわりを清潔にしま
しょう。

厚生労働省・経済産業省・
消費者庁

別紙３ マンション共用部分では次のことを守りましょう まちみらい千代田

別紙４－１ 発熱等の症状が生じていますか？ 千代田保健所

別紙４－２
新型コロナウイルス感染症についての相談・受診の
目安

千代田保健所

別紙５
新型コロナウイルス感染症対策における千代田保健所
の取組み

千代田保健所

別紙６－１
新型コロナウイルス感染拡大における通常総会開催に
関する Ｑ＆Ａ

マンション管理センター

別紙６－２
新型コロナウイルス感染拡大におけるＩＴを活用した
総会・理事会の開催に関するＱ＆Ａ

マンション管理センター

別紙７
当マンションにおける新型コロナウイルス感染症対策
について（ひな型）

まちみらい千代田

͓ΘΓʹ
三度にわたる緊急事態宣言の発出にもかかわらず、新型コロナウイルス感染症はなかなか収束しません。

マンション生活やマンション管理でも恒常的な感染症対策が必要になるかもしれません。
まちみらい千代田も、「マンションにおける新型コロナウイルス感染症対策マニュアル＜ひな型＞」の充

実を含め、マンションの居住者、管理組合に役立つ情報提供に努めてまいります。

https://www.mm�chiZoEa.or.jp/liWinH/�0�8�.html

◎千代田区の外郭団体 公益財団法人まちみらい千代田の公式ウェブサイト
新型コロナウイルス感染症対策マニュアル＜ひな型＞及び上記「（表－3）別紙」のダウンロードはこちら
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̍��എܠ
˓Ϛンγϣン管理૊߹ɾϚンγϣン管理ۀʹ͓͚Δ
̙̭ʢデδタϧɾトϥンεϑΥーϝーγϣンʣਪਐ
昨今の急速な先進技術の発達により、社会構造

が大きく変化する中、マンション居住者のライフ
スタイルやワークスタイルも多様化し、マンショ
ンを取り巻く環境は大きく変化しつつあります。

多様化・高度化する管理組合ニーズ、管理組合
運営における利便性向上、管理業務の生産性の向
上や深刻化しつつある業界の人手不足、これらの
課題に対応する観点から、マンション管理業界に
おいても、IT活用・DX推進は必要不可欠であると
して、2018年9月に、（一社）マンション管理業協
会（以下、「当協会」という。）では、「AI・IoT等
先進技術活用検討小委員会」を立上げ、様々な角
度から考察・検討を進めてきました。

˓৽ܕίϩφ΢イϧεײછ঱ͷӨڹ
そうした中、新型コロナウイルス感染症の世界

的流行に伴い、人の移動や接触機会が制限され、
人々のくらし方、働き方は大きく変容しました。
感染症対策が浸透した「新しい生活様式」の中で、
管理組合運営においても、大きな変革が求められ
た次第です。

特に、理事会や総会については、やむを得ず延
期を余儀なくされた管理組合、書面決議若しくは
可能であれば議決権行使書又は委任状により議決
権を行使してもらうことを勧める方法を選択する
管理組合も多くあったことと思われます。いずれ
にせよ、実際の対話の場が失われていることは事
実であり、管理組合運営がままならない状況に陥
ることは、避けなければなりません。

そのような状況下において、「3密」を回避した
新たな理事会や総会のスタイルが望まれ、その手
法について検討が加速したところです。

˓ΦンϥインαーϏεͷ֦େ
その実現については、ITの利活用は必要不可欠

であり、中でもインターネットという情報インフ
ラの上に成り立つオンラインサービスは、社会基
盤としてコミュニケ―ション機能を支え、時間や
場所を問わず、また効率的・合理的に多様なライ
フスタイルを実現する手段として、このコロナ禍
において一気に拡大しました。管理組合運営にお
いても、実際に参集せずとも、リアルタイムに対
話ができ、また、その対話を多くの人に届けるこ
とも可能ということで、このツールを最大限に活
用しない手はありません。

աܦ���
˓ҙ޲ௐࠪͱ࣮ূ࣮ݧ

そこで、当協会では、管理組合に対し、ITを活
用した総会における必要性について、意向調査を
実施しました（図1参照）（回答数：2,174組合、調
査期間：2020年6月～7月）。その結果、約60％が「必
要だと思う」という回答を得ました。これを受け、
実際に実施する上での課題や不明瞭事項を抽出す
るため、次なる施策として、「ITを活用した総会に
係る実証実験」を行うこととしました（実施数：
31組合、実施期間：2020年8月～9月）。なお、実施
した管理組合に今後の意向を伺ったところ、約75
％（23組合）が「今後もITを活用した総会を実施
したい」と回答し、「実施したくない」という回答は、
3％（1組合）にとどまる結果となりました。（図２
参照）

ＩＴを活用した総会の実施ガイドラインについて
～「新たな総会のスタイル」の実現に向けて～

Ұൠࣾ団๏ਓマンション管理ڠۀձ
࣍௕��ླ໦ɹོ࢚

ಛू3
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ձઃஔ౼ݕ˓
これらを受け、今後の有用な会議体の選択肢と

して、管理組合が主体となって、適正に実施が図
られるためには、課題となり得る法的・実務的論
点を今一度整理し、それに対する解釈を明確化す
る必要があると考え、当協会にて、2020年９月に「IT
を活用した総会の在り方検討会（以下、「検討会」
という。）」（座長：鎌野邦樹早稲田大学法学学術院
法科大学院教授）を立ち上げました。

���*5Λ׆༻ͨ͠૯ձͷࡏΓํݕ౼
˓৽͍͠૯ձͷεタイϧʢྨܕ੔理ʣ

現在、管理組合が開催する一般的な総会は、物
理的な場所に参集し、区分所有者等が一堂に会す
る形態（以下、「リアル総会」という。）で行われ
ておりますが、ITを活用することで、遠隔参加が
可能となり、その方法は複数パターンが考えられ
ます。（図3参照）

*5 ૯ձ͸
ෆཁͩͱ͏ࢥ

øþ�ú�

Ͳͪらͱ΋
い͑ͳい
ùü�û�

*5 ૯ձ͸
ඞཁͩͱ͏ࢥ

üþ�ú�

ͳい͠ࢪ࣮
ú�ù�

Ͳͪらͱ΋
い͑ͳい
ùùõý�

いͨ͠ࢪ࣮
þû�ù�

؅ཧ૊߹
૯ձ

ϦΞϧ૯ձ
ʢΦϯϥΠϯ๣ௌՄʣ

ϦΞϧ�ΦϯϥΠϯ
ซ༻ܕ૯ձ

ΦϯϥΠϯ૯ձ

ʲਤ�ʳ ʲਤ�ʳ

ʲਤ�ʳ
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【リアル＋オンライン併用型総会とは？】
リアル総会を開催する一方で、当該リアル総会

の場に在所しない区分所有者等については、WEB
会議システム等（電気通信回線を介して、即時性
及び双方向性を備えた映像及び音声の通信を行う
ことができる会議システム等をいう。以下同じ。）
を用いて遠隔からこれに出席し、議決権行使・質
疑等することを許容する形態です。（図4参照）

ঢ়ͷղऍݱ˓
現行の区分所有法において、ITを活用した集会

（総会）の実施可否について、どのような見解が示
されているかというと、法務省ホームページにて
参照されている公益財団法人マンション管理セン
ターホームページ「新型コロナウイルス感染拡大
におけるITを活用した総会・理事会の開催に関す
るQ＆A」において、「（省略）区分所有者が、単に
傍聴をするのではなく、WEB 会議システム等を用
いて集会に出席し、議決権を行使することを認め
ることについては、第三者が区分所有者になりす
ました場合やサイバー攻撃や大規模障害等による
通信手段の不具合が発生した場合等には、集会の
決議が無効となるおそれがあるなどの課題に留意
する必要があります。」という基礎的な考え方が示
されています。

※【参考】国土交通省より、令和2年7月に設置し
た「マンション管理の新制度の施行に関する検
討会」における議論を踏まえ、令和3年4月にIT
を活用した総会・理事会の開催等の規定を含ん
だ「マンション標準管理規約」の改正（案）の
意見公募（パブリック・コメント）が行われま
した。

【オンライン総会とは？】
リアル総会を開催せず、区分所有者等がすべて

WEB会議システム等を用いて総会に出席する形態
です。（図5参照）

off ice

201

101

of  f  ice 201

101

301

401

ٞ௕

ʲਤ̐ɿϦΞϧʴΦンϥΠンซ༻ܕ૯ձʳ ʲਤ̑ɿΦンϥΠン૯ձʳ
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ํ͑ߟຊతͳجձʹ͓͚Δ౼ݕ
これを受け、検討会では、下記考え方を示しています。

「集会（総会）における決議は、区分所有者が自分たちの問題を議論し、練り上げて、各人の意見の
相乗効果により、もっとも妥当な結論に達することに意義があると考える。

そのため、WEB会議システム等を用いて、リアルタイムに開催場所と各区分所有者との間で情報伝
達の双方向性と即時性が確保されている環境にあれば、上記集会（総会）の意義を満たし、管理者か
らの事務報告や、区分所有者同士の建設的な議論の機会として、有用な手段であると考える。

なお、第三者が区分所有者になりすました場合やサイバー攻撃、大規模障害等による通信手段の不
具合（以下、「通信障害」という。）が発生する可能性が考えられるため、予めの対策を行うことの必
要性や、発生時の対応等について事前に管理組合内で協議しておくことが望ましく、それらに留意す
れば、現行法において、WEB会議システム等を用いて集会（総会）を開催することは否定されるもの
ではないと考える。」

つまり、留意すべき点はあるものの、現行の区分所有法において、WEB会議システム等を用いて集
会（リアル＋オンライン併用型総会、オンライン総会）を開催することは否定されるものではないと
考える。

���*5Λ׆༻ͨ͠ूձʢ૯ձʣͷϝϦッ
トͱデϝϦット

˓ϝϦット
ᾇग़੮ํ๏ͷଟ༷化ʹΑΔ۠෼ॴ༗ऀͷग़੮機ձ
ͷ֦େ
・子育て、介護しながらの自宅参加が可能。
・リゾート、投資物件における外部居住区分所

有者の遠方（海外含む）参加が可能。
・土日出勤、デュアルライフ（二拠点生活）等、

多様化するライフスタイルへの対応が可能。
➡インターネットさえあれば、場所にも時間にも

制約を受けません。
　つまりは、若い世代を含めた誰もが気軽に参加

できる環境を提供することで、現状の課題や今
後の展望等をより多くの居住者間で共有し、組
合運営の活性化（２つの高齢化への対応）へと
つながることが期待できます。

ᾈίϩφՒʹ͓͚Δ઀৮機ձͷݮগ
➡会場への参集手段しかない、区分所有者にとっ

ても、オンライン参加が増えることで、会場へ
の参集人数を減らし、感染リスク低減への効果
が期待できます。

ᾉձ৔બ୒ࢶͷ֦େ
・コロナ対策（3密回避）で、広めの会場選択の

確保不要。
・完全オンラインでは、会場確保・会場費・設営・

設備投資等も不要。

˓デϝϦット
ᾇ*5֨ࠩ

・WEB会議システム等の利用に慣れていない等、
各区分所有者のIT環境やリテラシーによる格
差への配慮が必要。

➡IT格差への懸念の声もありますが、身近な生活
や職場での利用から、日本におけるインターネッ
トの利用率は約90％に達し、今後10年を見据え
れば、高齢者層の利用は環境の変化とインター
ネット「世代」の年齢の積み上げという二つの
要素で底上げされ、更なるITの利活用が拡大す
ることが予想されます（図６参照）。

ᾈ*5ڥ؀੔උʹ͓͚Δίεトෛ୲૿
➡現時点では、IT格差が見受けられ、その対応と

して併用型を採用することとなれば、設備等の
環境構築によるコスト・負担増が懸念されます。
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https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/statistics/data/200529_1.pdf

���Ψイυϥインͷ֓ཁ
˓Ψイυϥインͷ໨త

会議体としての総会をどのように開催するかについては、各管理組合の態様（規模、IT環境の整備
状況及び各区分所有者のIT環境やリテラシーによる格差（以下、「IT格差」という。）等）を踏まえ、
望ましい手法が検討されるべきであり、必ずしも「ITを活用した総会」が望ましいという方向性を提
示するものではない。あくまでも、管理組合が総会の在り方を検討するときの追加的な選択を提供す
ることを目的とする。

˓ϦΞϧʴΦンϥインซ༻ܕ૯ձ։࠵ͷϙイント
【法的・実務的論点とその考え方】
① オンライン出席区分所有者の出席並びに議決権行使の取扱いについて

・リアル集会（総会）の開催場所と各区分所有者との間で情報伝達の双方向性と即時性が確保されて
いるといえる環境にあれば、個々の区分所有者が、WEB会議システム等の手段を用いて集会（総会）
に参加し、議決権を行使することは可能と考える。

・その場合の議決権の行使は、区分所有法第39条第3項に規定する（集会に出席しない場合の）電磁的
方法による議決権行使ではなく、当該区分所有者が招集場所で開催されている集会（総会）に出席し、
その場で議決権を行使したものと取扱うことも可能であると考えられる。

・また、管理者等がオンラインによる出席をし、事務報告や議事進行等の職責を果たすことも可能と
考える。

඲�య
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② オンライン出席者（区分所有者・代理人）の本人確認について 

基本的にはリアル集会（総会）の実務と同様の取扱いを取ることが相当と考えられ、受付時に部屋
番号と氏名を申告してもらう、又は招集通知の提示等、適切な本人確認の方法を選択し、実施するこ
とが望ましいと考える。（代理人の本人確認についても、委任状の提示等、リアル集会（総会）の実務
と同様の取扱いを取ることが相当。）

③ オンライン出席区分所有者からの質問の取扱いについて 

テキストで受け付けることも可能となり、その場合には、内容についてコピー＆ペーストが可能で
あることから、議事運営を妨害するといった不当な目的で、同じ質問を複数回送る等、質問権の行使
が濫用的に行われる可能性があるため、例えば、画面を通じて挙手又はWEB会議システム等の挙手機
能等を使って質問の意思を示した質問者を議長が指名するといったことが考えられる。

④ 通信障害等への対応について

・招集者側に起因する障害等が発生し、オンライン出席区分所有者が審議又は決議に参加できない事
態が生じた場合には、決議の効力に影響が生じる可能性は否定できない。

・また、障害等により多くのオンライン出席区分所有者が参加不可能となった場合には、あらためて
集会（総会）を開催することも考えられるが、障害等の発生段階及び規模によっても異なるため、
予めその対応について、管理組合内で協議しておくことが望ましい。

˓Φンϥイン૯ձ։࠵ͷϙイント
【法的・実務的論点とその考え方】
① 開催場所の考え方について

・区分所有法第35条第1項において、開催場所を明示しなければならない旨の特段の定めはないため、
物理的な場所を不要とする、完全オンライン形式の集会（総会）を開催する場合は、開催方法を明
示することが考えられる。

・また、占有者が会議の目的たる事項につき利害関係を有する場合には、占有者の意見陳述の機会が
失われることのないよう留意する必要がある。

・具体的な取扱いとして、オンライン集会（総会）を開催する場合、日時、会議の目的たる事項に加え、
オンライン参加に必要な情報（アクセス可能なサイトURL等）を建物の見やすい場所に掲示し、占
有者より出席の申し出があった際には、個別にログインに必要なID・パスワードを案内することも
考えられる。
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② 開催手法の選択について

・議案の内容、管理組合の規模、IT環境の発展段階及び区分所有者の構成（IT格差を含む。）等の状況
を踏まえて、各管理組合において協議し、望ましい手法を採用することが望まれる。

・なお、全ての区分所有者の権利ないし利益として、集会（総会）への出席の機会を失わないよう配
慮することが必要であり、パソコンを所持していない、又はその操作ができない、リアル会場への
出席を希望する区分所有者が一人でもいる場合においては、完全オンライン形式の総会ではなく、
リアル又はリアル＋オンライン併用型を採用する必要がある。

・また、IT格差への配慮の観点から、招集者側で、各区分所有者が議論への参加及び議決権行使を可
能とする環境構築（パソコンの設置、会場準備等）や、その操作につき助力することで、全区分所
有者の権利を確保することも考えられるが、その労力や費用等に留意し、事前に管理組合内で協議
しておくことが望ましいと考える。

̒��̡ ߟࢀ �rඞཁͳπーϧྫ
・パソコン、スマートフォン、タブレット
・WEBカメラ（パソコン内蔵、外付けWEBカメラ）
・スピーカーフォン

機器の中にスピーカーと集音マイクが内蔵さ
れているもの。リアル会場に参集した区分所有
者と、遠隔参加しているオンライン出席区分所
有者間を、ハンズフリーで話をする際に有効。
ただし、機器によって、マイクが音を拾える距
離（集音半径）に限界があるため、会場の規模
に応じて、適切な機器を選ぶ必要がある。

・プロジェクター、スクリーン（壁投影も可）又
はモニター

・WEB会議システム
パソコンまたはスマートフォンにインストー

ルするタイプと、インストールが不要なブラウ
ザ型がある。また、同じWEB会議システムであ
っても、無料版と有料版が選べるものもあり、
利用できる機能も異なるため、会議の目的に応
じて、適切なツールを選ぶ必要がある。

・ネット環境
WEB会議システムの通信状況を安定させるた

めには、有線LANケーブルを利用すると、映像
や音声も安定するが、会場によってIT環境が異
なるため、事前の確認と適切な対応（ポケット
Wi-Fiやスマートフォンのデザリングの活用等）
が必要である。

���͓ΘΓʹ
今回の事態は我々の社会を大きく変え、その変

化の真っ只中にいる最中ではございますが、数多
くの常識が覆され、日々、新たな常識が構築され
ています。政府としてもデジタル庁を創設し、行
政のデジタル化を重要施策として掲げております
が、今後、我々の生活においてもデジタル化は大
きな流れになると思われます。

未だ収束しないコロナ禍において、管理組合運
営においても、「緊急時対応」として捉えるか、「進
化」として捉えるか、いずれにせよ、大きな変革
が求められます。デジタルサイネージや管理組合
ホームページの活用、議案書等書面の電子化など、
管理組合運営のIT化が今後ますます加速すると
思われますが、まずは、管理組合内での建設的対
話を図るため、オンライン理事会をその第一歩と
し、ITを活用した「新しい総会のスタイル」につ
いても、今後の有用な選択肢の一つになり得るこ
とを期待しております。

◎一般社団法人マンション管理業協会
「ITを活用した総会の実施ガイドライン」ダウン
ロードはこちら

https://www.kanrikZo.or.jp/report/webmeetinH.html
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̍ɹ͸͡Ίʹ
川崎市は、都心に近い立地であり、開発需要の

高まりにより土地の高度利用が進んだことから、
分譲マンションは主要な居住形態のひとつとなっ
ています。現在、市で把握するマンション数（団
地数）は約3千件、住戸数は約17万戸あり（図1参照）、
平成30年住宅・土地統計調査（総務省統計局）の
集計では、全世帯の約1/4、持ち家世帯の約半数が
分譲マンションに居住しています。

全国的には、居住者や近隣住民等の生命・身体
に危険を生じるような管理不全マンションも発生
しているという実情を踏まえ、本市における分譲
マンションの実態を把握するため、令和2年度に旧
耐震マンションを対象として外観目視調査を実施
し、管理水準別に分類を行いました。その結果、
市内には管理が不良なマンション（管理不全マン
ション）は確認されませんでしたが（図2参照）、
今後、高経年マンション件数の増加が見込まれる
ことを踏まえると（図3参照）、管理不全に陥らな
いよう、分譲マンションの適正な運営や維持管理、
大規模修繕工事等を管理組合が主体となって、確
実に取組んでいくことが重要です。

以上を踏まえ、分譲マンションの適正管理に向
けた本市における現在の取組と今後の取組方針に
ついて、本稿にてご紹介します。

川崎市におけるマンション管理組合に対する
支援施策について

઒࡚ࢢ·ͪͮ͘Γॅ��ہ୐੓ࡦ෦��ॅ୐੔උਪਐ՝
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̎ɹϚンγϣン管理૊߹΁ͷࢧԉ
本市では、管理組合の主体的な取組を促すこと

を目的として、マンション管理相談窓口の設置や
マンション管理基礎セミナーの定期開催、管理組
合登録・支援制度等の支援を実施しています。

以下、それぞれの支援策について、概略をご紹
介します。

ᶃϚンγϣン管理૬ஊ૭ޱ
（一財）川崎市まちづくり公社に、分譲マンショ

ンの維持管理等（管理組合の運営・管理規約・修
繕積立金・長期修繕計画・大規模修繕工事・耐震等）
に関する相談窓口（ハウジングサロン）を設け、
専門の相談員による無料相談を実施しています。
例年500件程度の相談を受けていますが、特に、「総
会・理事会の運営方法」、「管理規約に関すること」、

「大規模修繕工事の進め方」、「給排水設備に関する
こと」について多くの相談が寄せられています。

ᶄϚンγϣン管理ૅجηϛφー
管理組合を対象として、マンションを適正に管

理する上で必要となる基本的な知識の習得を目的
とし、年2回、（一財）川崎市まちづくり公社の主
催により実施しています。

内容としては、「管理会社との上手な付き合い
方」、「長期修繕計画と修繕積立金」、「実践的なマ
ンション防災」等、管理組合のニーズを踏まえ、
多様なテーマで講演を実施しています。

（一財）川崎市まちづくり公社
ハウジングサロン

（川崎市高津区溝口1-6-1クレール溝口2階）
お問合せ・予約受付：044-822-9380
火～土曜日　9～12時・13～16時

（祝日・年末年始除く）
※相談は予約制となっています

ϋ΢δンάαϩン૬ஊ૭ޱ マンション؅ཧ૊合ొ࿥・支援੍౓૭ޱ

ᶅϚンγϣン管理૊߹登録ɾࢧԉ੍౓
現在、約600の管理組合に登録いただいておりま

す。登録マンションに対する主な支援メニューは
以下のとおりです。

˔઒࡚ࢢϚンγϣンศΓͷൃߦ
分譲マンションに関係する各種支援制度の案内

や、法改正等のマンションを取り巻く最新の動向
などについて取りまとめた「マンション便り」を
発行します。

˔管理૊߹ަྲྀձ
他のマンション管理組合との情報共有や先進的

な取組等の情報交換等を目的として、管理組合同
士の交流の場を提供します。

˔Ϛンγϣンஈࠩղফࣄ޻౳අ༻ॿ成
マンション共用部の階段等の段差箇所について、

手すりの設置やスロープ等の段差を解消する工事
を実施する場合、工事費用の最大1/3（ただし、住
戸数×1万円を限度額とする）を助成します。

˔Ϛンγϣン管理Ξυόイβー೿ݣ
ハウジングサロンのマンション管理相談窓口に

相談した上で、アドバイザーの派遣が適当と判断
された場合、登録マンションに対しては年3回（登
録が無いマンションは年1回）まで無償で専門家の
アドバイザー派遣を受けられます。

まちづくり局住宅政策部住宅整備推進課
（川崎市川崎区宮本町6番地　

明治安田生命川崎ビル6階）
お問合せ：044-200-0518
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�ɹޙࠓͷऔ૊ํ਑
令和2年6月にマンションの管理の適正化の推進

に関する法律（以下、「マン管法」という）の改正
法が公布（施行は令和４年度を予定）され、マン
ション管理適正化推進計画の策定や管理計画認定
制度、助言・指導等、管理適正化に向けた取組に
関する地方公共団体の権限が強化されました。

また、マン管法では同時に、管理組合に対して、
マンションを適正に管理するよう自ら努めること
を定めていることから、市は、管理組合による主
体的な維持管理運営を基本としつつも、管理不全
に陥らないよう、適切な関与のもとで、管理の適
正化を促していくことが重要と考えています。

�ɹ͓ΘΓʹ
改正前のマン管法では、地方公共団体の役割に

ついて、管理組合等に対する必要な情報提供等を
「求めに応じ」実施するよう定められているのみで
したが、改正後は、地方公共団体が能動的に関与
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そこで、効率的に適正管理へと誘導するため、
市内における分譲マンションの管理状況の実態を
定期的に把握し、管理水準に応じて、情報提供・
啓発等の予防的な取組を中心とした施策を展開す
るとともに、組合活動が停滞し、管理上、恒常的
な課題を抱えるマンションに対しては、市側から
働きかけるアウトリーチ型の誘導支援策を新たに
検討してまいります。また、改正マン管法への対
応として、マンション管理適正化推進計画の策定
や管理計画認定制度の導入、助言・指導等を実行
するための実施体制等について検討を進めてまい
ります（図4参照）。

できるようになったことから、本市においてもマ
ンション管理適正化推進計画を策定し、新たな施
策の導入を検討するなど、引き続き、マンション
の管理適正化に向けた取組を推進してまいります。
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̍ɹ͸͡Ίʹ
美しい港と緑豊かな六甲山に囲まれた神戸のま

ちは、1868年の開港以来、人・物・情報が集まる
国際港都として発展をしてきました。神戸の都心
は、元町、三宮、旧居留地など、それぞれ歴史と
特色あるまちが集まって形成されています。また、
神戸は陸海空の交通の要衝としても発展してきま
した。開港以降、阪神間に鉄道が開通し、戦後には、
高速道路や地下鉄、新幹線、そして2006年には神
戸空港が開港するなど、公共交通網が充実する現
在に至っています。

このような歴史的・地理的特性を持つ神戸市で
は、国内でマンション建設が始まった比較的初期
の段階からマンションが供給されており、分譲マ
ンションは市内全住宅（住戸総数約82万戸）の２
割を超える（約20万戸）主要な居住形態となって
います。

また、本市が把握している市内の分譲マンショ
ン（約3,500管理組合）のうち、築35年以上の高経
年マンションは約３割（約1,200管理組合）に達し、
今後５年の間に高経年マンションがさらに急増す
ることが予測されています（令和2年4月時点）。

マンションには人々が集まって住まうことから、
利便性の高さや共用の施設・設備等を経済的に利
用できるという利点がある一方で、修繕積立金の
問題や区分所有者間での合意形成の難しさなどの
課題があり、特にタワーマンションが建設される
エリアでは、短期間での人口増加に伴う地域の学
校・保育所等の不足、災害時対応の困難さなど、
多くの問題をはらんでいます。

マンションは戸建て住宅と比べて規模が大きい
ことから、その管理状況が周辺地域へ与える影響
も大きいため、適正な管理を促すことが、公共性・
公益性の観点からも重要です。周辺の居住環境に
悪影響を及ぼす可能性のあるマンションの発生の

神戸市のマンション管理適正化に向けた
新たな取り組み

～管理状況の「届出」「情報開示」～

予防や改善のため、マンションの管理適正化に関
する施策を一層推進していく必要があります。

̎ɹ͜Ε·ͰͷऔΓ૊Έ
本市では、すまいの総合窓口「すまいるネット」

を通じ、マンション管理組合に対し、様々な支援
メニューを用意し、対応しています。

具体的には、マンション管理に関する相談業務
（年間約750件）、管理組合への出前講座・アドバイ
ザー派遣（年間約30件）、セミナーの開催、マンショ
ン管理支援情報のDM送付、バリアフリー改修・耐
震改修補助などです。

相談業務の内容は、管理組合の設立・運営に関
すること、大規模修繕や長期修繕計画・建替えに
関すること、コミュニティに関することなど多岐
にわたります。

また、平成30年度に「タワーマンションのあり
方に関する研究会」、令和元年度には「神戸市マン
ション管理支援制度検討会」を立ち上げ、マンショ
ンを対象とした行政による支援施策の基本的な考
え方や方向性を検討するなど、マンション関連法
の改正法成立以前から、マンションの管理適正化
について問題意識を持って取り組んできました。

̏ɹ͞ΒͳΔ管理దਖ਼化Λ໨ͯ͠ࢦ
̍ʣϚンγϣン管理ঢ়گͷʮಧग़ʯʮ情報։示ʯ

マンションの管理状況はそれぞれ異なるため、
管理状況の良好なマンションに対しては、「適正な
維持管理の継続と継承の支援」を、管理状況に課
題を抱えるマンションに対しては、「適正な維持管
理への転換の支援または再生への支援」という方
向性をもち、マンション管理の適正化を推進する
新たな仕組みとして、「届出」と「情報開示」の制
度を令和3年2月に創設しました。

ਆݐࢢށஙॅ୐ہ੓ࡦ՝
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「届出」
１） ・6戸以上の分譲マンションの管理組合は、３年ごとに管理状況を届け出ます

・届出内容は、①概要（マンション名や戸数、築年数など）、②適正な維持管理に関する事項（管
理規約の有無、総会の開催状況、長期修繕計画の有無、修繕積立金の収納率、大規模修繕の実績・
予定など）、③危機管理に関する事項（防災訓練の有無、防災備蓄品の有無、浸水対策の有無など）、
④その他の事項（地域組織への加入、コミュニティ活動など）としています

２）届出により、市は管理状況の実態を把握し、管理状況に応じた助言・支援を行います

「情報開示」
①届出した内容を開示するかどうか管理組合が選択し、開示を希望した場合は、届出内容を神戸市の

ホームページに公開します。
②情報開示により、管理状況を市場が評価することや、購入予定者が管理状況を確認できるようにな

ります。

ਆࢢށ 関連団体
・�マンション؅ཧ࢜ձ
・�ॅ୐ۚ༥支援ߏػなͲ

マンション؅ཧ૊合΁の૬ஊରԠ・৘ใൃ৴౳Λ࿈ࢪ࣮ͯ͠ྗڠ・ܞ

ʢެදΛر๬ͨ͠؅ཧ૊合のʣ
؅ཧঢ়گΛࢢϗʔϜϖʔδͰެද

マンション管理組合
దਖ਼؅ཧ΁のҙ্ࣝ޲
؅ཧਫ४のҡ্࣋޲

３೥͝ͱʹ
؅ཧঢ়گΛಧग़

؅ཧঢ়گの
৔Ձ֨ࢢ
؅ཧঢ়گの
৔Ձ֨ࢢ

؅ཧঢ়گʹԠͨ͡
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＜制度全体イメージ図＞
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● ● ● ●国・஍ํެஂڞମのऔ૊঺հ

⚄ᡞᕷ マンシࣙン ᒆฟ ᳨⣴

※パンフレット、動画、届出書様式、各項目の解説等は神戸市ホームページから確認できます。

̎ʣ管理దਖ਼化ࢧԉʹ͚ͨ޲ମ੍౳ͷ੔උ
①マンション管理支援員の配置・専用ダイヤルの

設置
先述の通り、「すまいるネット」では、従来から

マンション管理に関する相談対応等を行ってきま
したが、マンション管理の適正化を一層推進する
ため、一般社団法人兵庫県マンション管理士会と
連携し、マンション管理士の資格を有する「マン
ション管理支援員」を新たに配置し、管理組合か
らの多様な相談に柔軟に対応できるようにしまし
た。また、マンション管理相談専用ダイヤルもあ
わせて開設し、マンション管理に関する相談、「届
出」「情報開示」制度に関する問い合わせ等に円滑
に対応できる体制を整えました。

『マンション管理相談専用ダイヤル』
ＴＥＬ：078-647-9955　（すまいるネット内）
受付時間：10時～17時（水曜・日曜・祝日定休）

②専門団体との連携による取り組み
独立行政法人住宅金融支援機構、神戸市、一般

社団法人兵庫県マンション管理士会及び一般財団
法人神戸すまいまちづくり公社（すまいるネット）

の４者で令和3年1月26日に協定を締結しました。
独立行政法人住宅金融支援機構とは、マンショ

ン共用部分リフォーム融資やマンションすまい・
る債等の金融商品の提供、マンションライフサイ
クルシミュレーション～長期修繕ナビ～を活用し
た長期修繕計画の見直しの支援などに連携して取
り組んでいく予定であり、その他にも「届出」「情
報開示」制度の広報や専門家派遣など、各団体の
専門性・ノウハウを活かしながら、市内マンショ
ンの管理適正化を一層推進していきます。

̐ɹޙࠓͷऔΓ૊Έ
「届出」「情報開示」は、令和3年3月より任意の

制度として運用を開始していますが、マンション
管理適正化法の改正施行に向けて、同法に基づく
制度と本市が進めていく施策との整理・調整を図
る必要があります。

神戸市は、これまで取り組んできた支援施策と
新たな制度等を展開しながら、マンション管理の
質を向上させ、市内マンションの適正管理を進め
ることで、良好な住環境を創出していきます。

「届出」は、令和3年3月1日（月）から受付を開
始しており、兵庫県電子申請共同運営システムe-ひ
ょうごを通じたデータによる提出の他、郵送・持
参等による提出を受け付けています。可能な限り
選択肢での回答とし、管理組合の負担軽減に配慮
しています。

「情報開示」によるマンションの管理状況の公開
は、神戸市ホームページにて定期的に更新してい
ます。
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　前号（秋冬号）にも掲載しましたが、昨年、地方
公共団体に依頼して調査したマンションの大規模修
繕等に対する補助制度の概要を再掲しますので、ご
活用下さい。
　なお、当センターのホームページには、各地方公共
団体の該当ホームページにリンクした形式で掲載して
いますので、ご活用ください。

https://www.mankan.or.jp/08_reformloan/
publicsupport.html

(注)令和2年6月に実施した調査結果のため、既に終了しているも 

のもございます。

令和3年度の補助制度については調査結果がまとまり次第、

当センターのホームページに掲載する予定です。

マンションの大規模修繕等に対する
地方公共団体の助成制度

（令和2年度調査）
（公財）マンション管理センター

♦令和２年度　分譲マンション共用部分の改良工事等に対する助成制度

地方公共団体名
アドバ
イザー
派遣

改良
工事の
助成

制　　度　　名 助　成　概　要 担　当　課 電話番号

北海道 札幌市 ○ 福祉のまちづくり施設整備資
金融資制度 バリアフリー整備に対する融資のあっせん、利子補給 障がい福祉課 011-211-2936

宮城県 仙台市 ○ 民間建築物吹付けアスベスト
除去等事業補助金 吹付けアスベスト等の分析調査や除去工事等を行う場合の補助 建築指導課 022-214-8323

○ 分譲マンション管理相談員派
遣事業

東日本大震災により被災したマンションの復旧を支援するため、管理
組合等の会合に専門家を派遣

住宅政策課 022-214-8306
○ マンション防災マニュアル作

成支援専門家派遣事業
マンションの防災活動の促進を図るため、防災マニュアル作成に取り
組む管理組合等を支援するため専門家を派遣

○ 止水板等設置工事費補助制度 建物等への浸水被害を軽減するために、止水板等の施設を設置する場
合の補助

下水道北管理
センター 022-373-0902

下水道南管理
センター 022-746-5061

○ 熱エネルギー有効活用支援補
助金

仙台市域における熱エネルギーの有効活用による低炭素化推進を目的
とした、建築物の窓断熱改修及び熱エネルギーの有効活用に資する機
器の導入に対する補助

環境企画課 022-214-8232

茨城県 水戸市 ○ マンション管理相談 マンション生活でのトラブル、管理組合の運営などの相談にマンショ
ン管理士が対応 住宅政策課 029-232-9222

埼玉県 埼玉県 ○ 分譲マンションアドバイザー
派遣

マンション管理についての専門知識を持ったマンション管理士等がマ
ンション管理に関する相談を受付 住宅課 048-830-5573

○ 民間建築物のアスベスト除去
等に対する補助制度 民間建築物に施工されたアスベスト除去等に対する補助や融資 建築安全課 048-830-5527

さいたま
市 ○ 民間建築物吹付けアスベスト

除去等事業補助金 吹付けアスベスト等の分析調査や除去工事等を行う場合の補助 建築総務課 048-829-1539

○ スマートホーム推進・創って
減らす機器設置補助金

太陽光発電設備、高遮熱塗装等の省エネ対策を実施するために要する
費用を補助 環境創造政策課 048-829-1324

川越市 ○ 民間建築物吹付けアスベスト
含有調査事業補助金

アスベストが含有されているおそれのある吹付け材に係る調査費用を
補助 建築指導課 049-224-5974

熊谷市 ○ 民間建築物吹付けアスベスト
等含有調査補助金交付制度

吹付けアスベスト等が施工されたおそれのある建築物の所有者に対す
る含有調査補助 建築審査課 0493-39-4809

川口市 ○ 民間建築物アスベスト対策事
業補助金 吹付けアスベスト等の除去工事等を行う場合の補助 建築安全課 048-242-6367

狭山市 ○ アスベスト含有調査事業補
助金

吹付けアスベスト等が施工されているおそれのある建築物の分析調査
を実施しようとする民間建築物所有者等に対し、調査費用を補助 建築審査課 04-2953-1111

上尾市 ○ 民間建物アスベスト対策事業 アスベストの分析調査を行う建築物の所有者等に対して補助金を交付 建築安全課 048-775-8490

千葉県 千葉市 ○ 分譲マンションアドバイザー
派遣

管理規約の改正等について、情報提供や助言を行うアドバイザーを管
理組合に派遣

住宅政策課 043-245-5809
○ 千葉市集合住宅非常用給水栓

設置助成事業
停電時に断水する集合住宅に対し、非常用給水栓等を設置する際の費
用の一部を助成

○ 既存建築物吹付けアスベスト
対策補助事業

綿状のアスベスト吹付け材が施工されている建築物の所有者等を対象
に、その分析調査及び除去等にかかる費用を補助

建築指導課
調整班 043-245-5836
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地方公共団体名
アドバ
イザー
派遣

改良
工事の
助成

制　　度　　名 助　成　概　要 担　当　課 電話番号

千葉県 市川市 ○ マンション管理士派遣事業 管理組合の適切な運営及びマンション管理を支援するため、マンショ
ン管理士を派遣

街づくり推進課 047-712-6327
○ 分譲マンション共用部分等あ

んしん住宅助成制度
分譲マンション共用部分等の良質化に資する改修工事を、市内の施工
業者を利用して行う場合に、その管理組合に対して、経費を助成

船橋市 ○ マンション管理士等派遣事業 管理組合の適切な運営及びマンション管理を支援するため、マンショ
ン管理士、建築士を派遣

住宅政策課 047-436-2712
○ 分譲マンション共用部分バリ

アフリー化等支援事業
分譲マンションの共用部分及び敷地のバリアフリー化等に必要な費用
の一部を助成

松戸市 ○ 松戸市マンション管理相談員
派遣制度

管理組合の適切な運営及びマンション管理を支援するため、マンショ
ン管理相談員を派遣 住宅政策課 047-366-7366

習志野市 ○ マンション管理士派遣事業 管理組合の適切な運営及びマンション管理を支援するため、マンショ
ン管理士を派遣 住宅課 047-453-9296

我孫子市 ○ マンション管理アドバイザー
派遣制度

管理組合の適切な運営及びマンション管理を支援するため、アドバイ
ザーを派遣

建築住宅課
住宅政策担当 04-7185-1111

浦安市 ○ 分譲集合住宅共用部分修繕等
工事資金利子補給金制度

管理組合が、共用部分の補修・改良工事などを行う資金を住宅金融支
援機構や金融機関から借り入れた場合、利子補給

住宅課　 047-712-6284
○ 分譲集合住宅管理アドバイザ

ー派遣制度
分譲住宅管理組合に対し、アドバイザーとしてマンション管理士
を派遣

○ 分譲集合住宅のエレベーター
防災対策整備費補助金

分譲集合住宅に設置されているエレベーターの防災対策整備に要した
経費を補助

○ 分譲集合住宅計画修繕調査費
補助金

分譲集合住宅の建物や設備に対して、計画修繕調査を行う管理組合等
に調査費用の一部を補助

印西市 ○ マンション管理士派遣事業 管理組合の適切な運営及びマンション管理を支援するため、マンショ
ン管理士を派遣 建築指導課 0476-42-5111

白井市 ○ マンション管理アドバイザー
派遣事業

管理組合の適切な運営及びマンション管理を支援するため、アドバイ
ザーを派遣 建築宅地課 047-492-1111

東京都 東京都 ○ マンション改良工事助成 住宅金融支援機構のマンション共用部分リフォーム融資を利用して共
用部分のリフォーム工事を行う場合、利子補給 マンション課 03-5320-7532

○ マンション管理アドバイザー
制度

管理組合の適切な運営及びマンション管理を支援するため、マンショ
ン管理士を派遣 （公財）東京都防

災・建築まちづ
くりセンター

03-5989-1453

○ マンション建替え・改修アド
バイザー制度

管理組合にアドバイザーを派遣し、建替え、改修の検討に必要なアド
バイス、検討資料の作成を実施

○ 防音工事助成制度
沿道整備道路として指定された道路の沿道で、防音構造に関する条例
が特別区により定められた区域内において、条件を満たす住宅の防音
工事を行う場合、その工事費を助成

道路管理部
管理課 03-5320-5279

千代田区 ○ マンション安全・ 安心整備
助成

共用階段の手すり設置、エレベーターの地震時管制運転装置の設置等
に対する助成

(公財)まちみら
い千代田 03-3233-3223

○ マンション劣化診断調査費
助成

劣化診断調査費の助成（調査とあわせて国土交通省のガイドライン
に基づき長期修繕計画の作成、見直しを行う場合は、その費用につ
いても助成）

○ マンション再生計画検討助成
築後３５年を経過したマンションで、建替えを検討する際の事前調
査や大規模修繕を進める際の事前調査費用やコンサルタント費用等
を助成

○ 分譲マンション共用部修繕工
事債務保証料助成

住宅金融支援機構からの融資を受け、(公財)マンション管理センター
に債務保証を委託した管理組合に対し、債務保証料を助成

○ マンション再生方針検討助成 築後３０年を経過したマンションの再生を検討する際、調査や合意形
成などに必要となる経費を助成

○ まちづくりアドバイザー派遣
管理組合の適切な運営及びマンション管理を支援するため、マンショ
ン管理士、一級建築士、再開発プランナーなどの資格を持つアドバイ
ザーを派遣

○ 省エネルギー改修等助成制度 LED照明や高効率空調機器等への省エネルギー改修を行う費用を
助成

環境政策課 03-5211-4256
○ ヒートアイランド対策助成

制度
ヒートアイランド現象緩和に寄与する、屋上緑化や高反射率塗料の塗
布等を行う費用を助成

中央区 ○ マンション管理士派遣 分譲マンションの維持管理・大規模修繕・建替えなどについて助言・
提案等を行うマンション管理士を管理組合の総会等に派遣 （一財） 

中央区都市整備
公社

03-3561-5191
○ 分譲マンションアドバイザー

制度利用助成
（公財）東京都防災・建築まちづくりセンター実施のアドバイザー派遣
に要する費用の助成

○ 共同住宅等生活安全（防犯）ア
ドバイザー派遣

共同住宅に対して防犯対策の助言・提案等を行う防犯アドバイザーを
派遣 総務部　危機管

理課 03-3546-5087
○ 防犯設備整備費助成 防犯アドバイザー派遣を受けた共同住宅などに対して、防犯カメラな

どの整備費用の一部を助成

○ 分譲マンション共用部分リフ
ォームローン保証料助成

住宅金融支援機構の融資を利用して行うマンション共用部分の修繕工
事に対し、(公財)マンション管理センターの債務保証料を助成

（一財） 
中央区都市整備
公社

03-3561-5191
○ 分譲マンション共用部分改修

費用助成制度

分譲マンション管理組合による適切な維持管理や防災対策を推進する
ため、共用部分の修繕工事や防災対策工事を行う場合に、設計費用や
工事費用を助成

○ 分譲マンション計画修繕調査
費助成制度

管理組合が、大規模修繕を計画的に取り組むため専門調査業者に委託
した場合の、調査費を助成

○ 分譲マンション管理相談 適切な維持管理を促進するため、建築士事務所協会及びマンション管
理士会の協力を得て、建物の修繕計画や管理に関する相談を実施
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地方公共団体名
アドバ
イザー
派遣

改良
工事の
助成

制　　度　　名 助　成　概　要 担　当　課 電話番号

東京都 港区
○ 分譲マンション共用部分リフ

ォーム融資の債務保証料助成

管理組合が、住宅金融支援機構の融資を利用して行うマンション共用
部分の修繕工事に対し、(公財)マンション管理センターの債務保証料
を助成

住宅課 03-3578-2224

○ ○
分譲マンション等管理支援事
業（管理アドバイザー派遣、
劣化診断助成）

マンションの適正な管理、計画的な修繕を促進するために、管理組合
などに対して、管理アドバイザーの派遣や劣化診断に要する費用を助
成

新宿区 ○ マンション管理相談員派遣
制度

分譲マンションの管理組合などを対象に、総会・理事会・各種専門委
員会など区分所有者が集まる場へ専門家を派遣 住宅課 03-5273-3567

○ ○ 吹付けアスベスト対策助成等 吹付けアスベスト等の含有調査や除去工事等を行う場合の補助 建築調整課 03-5273-4268

○ ○ 擁壁及びがけ改修等支援事業 擁壁等の所有者等が安全な擁壁への改修等を実施する場合、コンサル
タントの派遣や改修等工事費を助成

建築指導課 03-5273-3745
○ エレベーター防災対策改修支

援事業
既設エレベーターに防災対策改修を行う所有者に対して、工事費を助
成

文京区 ○ マンションアドバイザー制度
利用助成

（公財）東京都防災・建築まちづくりセンター実施のアドバイザー派遣
に要する費用の助成

住環境課 03-5803-1374

○ マンション管理士派遣 分譲マンションの維持管理・大規模修繕・建替えなどについて助言・
提案等を行うマンション管理士を管理組合の総会等に派遣

○ 分譲マンション管理個別相談 マンションの管理上の様々な問題について、経験豊富なマンション管
理士がアドバイス

○ 分譲マンション管理組合設立
支援

管理組合の設立、管理規約の制定などについて提言・提案等を行うマ
ンション管理士を会合等に派遣

○ マンション共用部分改修費
助成 共用部分のバリアフリー化工事に要する費用の助成

台東区 ○ マンション計画修繕調査費
助成 計画修繕のための調査費用の助成 住宅課　マンシ

ョン施策担当 03-5246-9028

○ 住宅修繕資金融資あっせん 共用部分の修繕に必要な資金の融資を金融機関にあっせんし、利子の
一部を区が負担（個人負担のみ対象）

住宅課　建築調
整担当 03-5246-1217

○ マンションアドバイザー利用
助成制度

（公財）東京都防災・建築まちづくりセンター実施のアドバイザー派遣
に要する費用の助成

住宅課　マンシ
ョン施策担当 03-5246-9028○ マンション共用部分バリアフ

リー化支援助成制度
マンション（非木造・耐火建築物）の共用部分のバリアフリー化工事を
行う場合に要する費用の助成.

○ マンション管理・修繕相談員
派遣制度

日常の維持管理や修繕について相談できる専門的知識を有する相談員
（マンション管理士又は一級建築士）を、理事会・勉強会等に派遣

墨田区 ○ 分譲マンションリフォームロ
ーン償還助成

住宅金融支援機構のマンション共用部分リフォーム融資を利用して共
用部分のリフォーム工事を行う管理組合に対して利子補給

住宅課 03-5608-6215
○ 分譲マンションアドバイザー

制度利用助成
(公財)東京都防災・建築まちづくりセンター実施のアドバイザー派遣
に要する費用の助成

江東区 ○ マンション共用部分リフォー
ム支援・利子補給制度

住宅金融支援機構のマンション共用部分リフォーム融資を利用して共
用部分のリフォーム工事を行う管理組合等に対して利子補給

住宅課
住宅指導係 03-3647-9473

○ マンション計画修繕調査支援
制度

建築後７年以上経過したマンションの管理組合に対し、計画修繕のた
めの調査費用を助成

○ マンション建替え・改修アド
バイザー派遣制度

(公財)東京都防災・建築まちづくりセンター実施のアドバイザー派遣
に要する費用の助成

○ マンション管理アドバイザー
派遣制度

(公財)東京都防災・建築まちづくりセンター実施のアドバイザー派遣
に要する費用の助成

品川区 ○ 住宅改善工事助成事業（エコ
＆バリアフリー住宅改修）

マンション管理組合が共用部分のエコ・バリアフリー改修を行う場合
に、工事費用を助成

住宅課
住宅運営担当 03-5742-6776

○ マンション管理・建替・修繕
相談

分譲マンションの維持管理・組合運営・建替・修繕などについて、専
門家による相談を実施

○ マンション管理士派遣 分譲マンションの維持管理・組合運営などについて助言等を行うマン
ション管理士を派遣

○ 一級建築士派遣 分譲マンションの大規模修繕について助言等を行う一級建築士を派遣

○ マンション建替え・改修アド
バイザー制度利用助成

（公財）東京都防災・建築まちづくりセンター実施のアドバイザー派遣
に要する費用の助成

目黒区 ○ 住宅修築資金融資あっせん
（団体融資）

共用部分の修繕等をするために資金が必要な方に、金融機関による低
利の融資をあっせん

住宅課
居住支援係 03-5722-9878

大田区 ○ 吹付けアスベスト分析調査費
助成 吹付けアスベストの分析調査を行う場合の補助

建築調整課
03-5744-1383

○ 住宅リフォーム助成（吹付ア
スベスト除去工事）

集合住宅の共用部分の吹付けアスベスト除去工事を行う場合、工事費
用を一部助成 03-5744-1416

世田谷区 ○ 環境配慮型住宅リノベーショ
ン補助事業 環境配慮型住宅リノベーション工事を行った際の経費を補助 居住支援課 03-5432-2505

○ ユニバーサルデザイン生活環
境整備助成事業

道路等に面した不特定多数の者が利用できる場所における段やスロー
プに手すりを設置する際の経費を補助 都市デザイン課 03-5432-2038

杉並区 ○ 住宅修築資金融資あっせん 自己所有住宅（マンション共用部分を含む）の修繕等のために資金が必
要な方に融資をあっせん 住宅課　管理係 03-3312-2111 

(内3538)
豊島区 ○ 分譲マンション建替え・改修

アドバイザー制度利用助成
「東京都分譲マンション建替え・改修アドバイザー制度」を利用し、建
替えか改修かの検討を行う際の費用を助成

住宅課 マンシ
ョングループ 03-3981-1385○ 分譲マンション専門家派遣事

業
マンションの管理組合運営などについて助言等を行うマンション管理
士を派遣

○ 分譲マンション計画修繕調査
費助成

マンションの管理組合を対象に長期修繕計画の作成や大規模修繕工事
のために行う建物診断費用を助成
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東京都 豊島区
○ エコ住宅普及促進費用助成金

(集合住宅共用部分)

地球環境を保全するという観点から、地球温暖化の原因とされる温室
効果ガスの削減に配慮した住宅用新エネルギー・省エネルギー機器等
の設置を行う方に対し、設置にかかる費用を助成

環境清掃部環境
政策課 03-3981-2771

北区 ○ 分譲マンション管理無料相談 管理組合の運営方法や建替問題などについてマンション管理士の専門
的見地からアドバイス

住宅課 03-3908-9201
○ マンション劣化診断調査費用

助成
マンションの老朽度調査（劣化診断）を行う管理組合に対し、費用を助
成

○ 省エネコンサルタント派遣 設備の運用改善や改修、あるいは合意形成過程での悩みなどにアドバ
イスをする省エネコンサルタントを派遣

環境課 03-3908-8603
○ 新エネルギー及び省エネルギ

ー機器等導入助成
太陽光発電システムやLED照明器具等といった、新エネルギー及び
省エネルギー機器導入の費用を助成

荒川区 ○ 住宅増・ 修築資金融資あっ
せん

自宅や分譲マンションの共用部分の改修工事を行う場合に、融資の斡
旋、利子補給 防災街づくり

推進課　管理係
03-3802-3111 

(内2837)
○ 分譲マンションコンサルタン

ト派遣制度
分譲マンションの管理組合運営などについて助言等を行う専門家（マ
ンション管理士等）を派遣

板橋区

○ 分譲マンション管理アドバイ
ザー派遣制度

管理組合等に対し、アドバイザーを派遣し、マンションの適正な維持
管理及び円滑な合意形成の支援並びにマンションの計画的な修繕等に
係る技術的支援及び助言を行う。マンション管理士又は一級建築士を
派遣

住宅政策課
マンション
グループ

03-3579-2730

練馬区 ○ 福祉のまちづくり整備助成 分譲マンション等の共同住宅（床面積1,000㎡以上）の共用部分をバ
リアフリー化する改修費用を助成

建築課　福祉の
まちづくり係 03-5984-1649

○ 分譲マンションアドバイザー
制度利用助成

(公財)東京都防災・建築まちづくりセンター実施のアドバイザー派遣
に要する費用の助成 住宅課　管理係 03-5984-1289

足立区 ○ 住宅改良助成 共用部分の段差解消や手すり設置に対し、工事費用を助成 建築安全課　建
築防災係 03-3880-5317

○ 分譲マンション管理アドバイ
ザー派遣制度

分譲マンションの適正な維持管理や改修・建替え等を支援するため、
マンション管理士を管理組合に派遣 住宅課　住宅計

画係 03-3880-5963
○ 分譲マンション相談 分譲マンションの適切な維持管理、管理組合運営を支援するために、

専門の相談員による相談を実施

○ 吹付アスベスト対策費助成 吹付アスベストの分析調査や吹付アスベストの除去、囲い込み等の工
事に要する費用の助成（令和３年度以降は未定）

生活環境保全課
公害規制係 03-3880-5304

葛飾区 ○ 分譲マンションアドバイザー
制度利用助成

(公財)東京都防災・建築まちづくりセンター実施のアドバイザー派遣
に要する費用の助成 住環境整備課 03-5654-8352

江戸川区
○ 分譲マンション無料相談会

分譲マンションの維持管理に関するさまざまな問題に対応するため、
分譲マンション管理組合役員、区分所有者等を対象にマンション管理
士による相談会を実施 住宅課　耐震化

促進係 03-5662-6389

○ マンションアドバイザー制度
利用助成

「マンション管理アドバイザー制度」又は「マンション建替え・改修ア
ドバイザー制度」を利用する管理組合等に対して、派遣料を助成

多摩市 ○ 住宅アドバイザー派遣制度 分譲マンションの管理組合が抱えている問題（長期修繕計画、建替え、
管理規約等）に対して、アドバイザーを派遣 都市計画課住宅

担当 042-338-6817
○ マンション建替え・改修アド

バイザー制度利用助成
（公財）東京都防災・建築まちづくりセンター実施のアドバイザー派遣
に要する費用の助成

神奈川県 神奈川県 ○ マンションアドバイザー派遣
事業

マンション管理等に関する専門家、マンションアドバイザーを派遣し、
管理運営等のアドバイスを実施

住宅計画課　民
間住宅グループ 045-210-6557

横浜市 ○ マンション・アドバイザー派
遣事業

分譲マンションの適正な維持管理や改修・建替え等を支援するため、
マンション管理士を管理組合に派遣

住宅再生課 045-671-2954○ マンション再生支援事業（検
討費助成）

マンション管理組合がマンション再生活動（大規模改修や建替えに関
する検討）を行う際に要する費用を補助

○ マンション・バリアフリー化
等支援事業

分譲マンションについて、廊下・階段など共用部分の段差解消等のバ
リアフリー整備費用を補助

○ 横浜市民間建築物吹付けアス
ベスト対策事業

アスベストの含有量調査、除去工事に要する費用を補助（マンション
は共用部分のみ対象） 建築防災課 045-671-2928

川崎市 ○ マンション段差解消工事等費
用助成制度 段差解消工事等に要する費用を助成 住宅整備推進課 044-200-2996

○ 住まいアドバイザー派遣制度 分譲マンションの管理組合の運営等について、窓口相談のうえ、現地
相談が必要と確認されたものについてアドバイザーを派遣

(一財）川崎市ま
ちづくり公社 044-822-9380

相模原市
○ 分譲マンションアドバイザー

派遣制度

分譲マンションの管理組合などの自主的な取組みを支援するため、管
理組合の設立・管理規約の見直し・大規模修繕・改修や建替え等につ
いて、専門家が現地に赴いてアドバイスを実施

建築・住まい政
策課 耐震推進
班

042-769-8252

○ 個人住宅吹き付けアスベスト
対策費補助

マンションの共用部分のアスベストの含有調査と除去工事を行う管理
組合に補助金を交付

愛知県 愛知県 ○ マンション管理士派遣事業 管理規約や長期修繕計画等の見直しのための学習会に、マンション管
理士を派遣 住宅計画課 052-954-6569

名古屋市 ○ マンション管理士派遣事業
（推進協議会）

管理規約や長期修繕計画等の見直しのための学習会に、マンション管
理士を派遣

住宅企画課 052-972-2960
○ 分譲マンション専門家派遣

事業

個々のマンション管理組合の課題に応じた助言や管理組合による勉強
会等での講師を行うため、マンション管理に関する専門家であるマン
ション管理士を派遣

京都府 京都市 ○ 分譲マンション共用部分バリ
アフリー改修助成事業 分譲マンションの共用部分のバリアフリー改修に係る工事費を補助 住宅政策課 075-222-3666

○ 分譲マンション建て替え・大規
模修繕アドバイザー派遣制度

大規模修繕や建替え等の各段階で実施すべきことや課題項目につい
て、アドバイザーを派遣 京（みやこ）安心

すまいセンター 075-744-1670
○ すまいスクール出張版 安全で安心して住み続けることができる「すまいづくり」を進めるた

め、日頃からセンターの相談業務に対応している専門家を派遣
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大阪府 大阪府 ○ 相談アドバイザーの派遣 マンションの適正な管理運営、計画的な修繕・改修や建替え等の相談
に応じる専門家を派遣 大阪府住宅供給

公社 マンショ
ン相談グループ

06-7669-0012
○ 実務アドバイザーの派遣 建物診断調査や耐震診断、修繕・改修計画、建替え計画の検討等を行

う専門家を紹介（有料）
大阪市

○ 分譲マンションアドバイザー
派遣制度

分譲マンションの適正な管理等を支援するため、管理組合等の勉強会の
講師として、一級建築士や弁護士などの専門家を無料で派遣し、建物の
技術的な内容や法的な問題等に関して、一般的なアドバイスを実施

大阪市立住まい
情報センター 06-6242-1177

○ 分譲マンション再生検討費助
成制度

再生（改修、建替え等）に向けた検討を行う管理組合に対して、検討費
用の一部を補助

住宅政策課 06-6208-9224
○ 分譲マンション長期修繕計画

作成費助成制度
長期修繕計画の作成又は見直しを行う管理組合に対して、作成費用の
一部を補助

堺市 ○ 分譲マンション建替え支援
制度

分譲マンションの建替えを円滑に進めるため、管理組合が建替え計画
立案を行う活動でアドバイザーを活用する際に必要となる経費を補助 住宅まちづくり

課 072-228-8215
○ 住宅専門家相談 分譲マンションをはじめ住宅に関する専門家相談（弁護士による法律

相談・マンション管理士による管理相談）

○ アスベスト調査助成 アスベストを含んでいるおそれがある吹き付け材について行うアスベ
スト含有の調査費用に対する補助

建築防災推進課 072-228-7482
○ アスベスト工事助成 アスベストを含む吹き付け材の除去、封じ込め、囲い込みの措置を行

う工事に要する費用に対する補助

○ スマートハウス化支援事業 集合住宅等にスマートハウスを構成する分散型のエネルギーシステム
を設置して使用する場合に、要した費用の一部を補助

環境エネルギー
課 072-228-7548

兵庫県 兵庫県
○ マンションアドバイザー派遣

事業
マンションの適正な管理運営、計画的な修繕・建替を考えている管理
組合等の勉強会に専門家のアドバイザーを派遣

ひ ょ う ご 住 ま
い サ ポ ー ト セ
ンター

078-360-2536

神戸市 ○ マンションアドバイザー派遣
制度

マンションの維持・管理についての広範な知識と経験を有する管理ア
ドバイザーを派遣

神戸市すまいと
まちの安心支援
センター「すま
いるネット」

078-647-9933○ 分譲マンションバリアフリー
アドバイザー派遣制度

バリアフリー改修に向けて新たにエレベーター設置を検討する際の情
報提供、調査・検討等を支援するために「バリアフリーアドバイザー」

（建築士）を派遣

○ 共同住宅バリアフリー改修補
助事業

共同住宅の階段に手すりを設置するなど、共用部分のバリアフリ－化
改修工事費を補助

○ エレベーター防災対策改修補
助事業

防災対策改修工事（エレベーターを新たに設置・更新する工事ではな
いこと）の工事費を補助 耐震推進課 078-595-6578

姫路市 ○ 住宅改造費助成事業 共同住宅の共用部分に係る改造工事について助成 住宅課 079-221-2642

尼崎市 ○ 分譲マンション共用部分バリ
アフリー化助成事業

高齢者等が住み慣れた住宅で安心して自立した生活を送るため、分譲
マンションの共用部分のバリアフリー化工事に要する経費を助成

住宅政策課 06-6489-6608
○ 尼崎市分譲マンションアドバ

イザー派遣事業
管理組合の適切な運営及びマンション管理を支援するため、マンショ
ン管理士、一級建築士などの専門資格をもつアドバイザーを派遣

西宮市 ○ 人生いきいき住宅改造助成
事業 共用部分のバリアフリー化工事に要する費用の助成

すまいづくり
推進課

0798-35-3761

○ 分譲マンション管理アドバイ
ザー派遣事業

マンション管理士や一級建築士等のマンションに関する専門資格をも
つアドバイザーを派遣 0798-35-3778

芦屋市 ○ 分譲共同住宅共用部分バリア
フリー化助成事業

分譲共同住宅の階段等に手すりや段差解消のスロープを設置するな
ど、共用部分のバリアフリー化を進めるための工事費を助成 住宅課 0797-38-2721

伊丹市 ○ 分譲共同住宅共用部分バリア
フリー化助成事業

分譲共同住宅の階段等に手すりや段差解消のスロープを設置するな
ど、共用部分のバリアフリー化を進めるための工事費を助成 住宅政策課 072-784-8069

宝塚市 ○ 住宅改造資金助成制度（分譲
共同住宅の共用部分対象）

分譲共同住宅の階段等に手すりや段差解消のスロ－プを設置するな
ど、共用部分のバリアフリ－化を進めるための工事費を助成

住まい政策課 0797-77-2018
○ マンション管理アドバイザー

派遣事業
管理等に関する悩みに答えるため、マンション管理士などの専門資格
をもつアドバイザーを派遣

川西市 ○ 住宅改造費助成事業（共同住
宅（分譲）共用型）

対象となる共同住宅の管理組合が共同住宅の共用部分に高齢者等に配
慮したバリアフリー改造を実施する際の費用の一部を助成 地域福祉課 072-740-1172

丹波篠山
市 ○ 丹波篠山市人生いきいき住宅

助成事業 共用部分のバリアフリー化工事に要する費用の一部を助成 長寿福祉課 079-552-5346

猪名川町 ○ 人生いきいき住宅改造助成
事業 共用部分のバリアフリー化工事に要する費用の一部を助成 福祉課 072-766-8701

福崎町 ○ 人生いきいき住宅助成事業 分譲共同住宅の共用部分に手すりやスロープ等を設置するなど、共用
部分のバリアフリー化を勧めるための工事費の一部を助成 健康福祉課 0790-22-0560

神河町 ○ 人生いきいき住宅助成事業 共用部分のバリアフリー化工事費の一部を助成 健康福祉課 0790-32-2421

奈良県 奈良県 ○ マンション管理無料相談 管理組合の運営やマンションの修繕や日常生活に関わるトラブルとそ
の対処などの相談にマンション管理士を派遣

住まいまちづく
り課 0742-27-7540

広島県 広島市 ○ 広島市民間建築物吹付アスベ
スト除去等補助制度

建築物の所有者又は管理者が行う吹付アスベストの分析調査及び除去
工事等に要する経費について補助金を交付 建築指導課 082-504-2288

庄原市 ○ 庄原市建築物吹付アスベスト
除去工事等補助制度 アスベスト分析調査及び除去工事費の費用の一部を補助 都市整備課 0824-73-1151

東広島市
○ 東広島市民間建築物アスベス

ト対策事業

建築物の壁、柱、天井等に使用された吹付建材等にアスベストが含有
されているおそれがある場合、建築物の所有者等が行うアスベスト含
有調査に要する経費に対し、一定額を限度に補助

建築指導課 082-420-0956

廿日市市

○ 廿日市市民間建築物アスベス
ト対策事業補助事業

工場、事務所、店舗、共同住宅など民間建築物の所有者などが、建築
物に使用された建材などにアスベストが含有されている可能性がある
ものに関して、アスベスト含有調査事業を行う場合、一定額を限度に
その費用を補助

建築指導課 0829-30-9191
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地方公共団体名
アドバ
イザー
派遣

改良
工事の
助成

制　　度　　名 助　成　概　要 担　当　課 電話番号

高知県 高知県 ○ 高知県民間建築物吹付けアス
ベスト等含有調査事業

吹付けアスベスト等の含有調査を行う調査者の派遣、試料の採取、分
析調査、調査結果の報告 住宅課 088-823-9858

福岡県 北九州市 ○ マンション管理士派遣事業 管理組合の様々な相談に現地で対応するためマンション管理士を派遣 住宅計画課 093-582-2592

○ アスベスト除去の補助事業 吹付けアスベスト等の分析調査や除去等工事に要する費用の補助 建築指導課 093-582-2531

福岡市 ○ マンション管理士派遣事業 管理組合にマンション管理士を無料で派遣し、マンション管理に関す
る相談に対応 住宅計画課 092-711-4598

○ 福岡市民間建築物吹付けアス
ベスト除去等対策事業 吹付けアスベスト等の分析調査や除去等工事に要する費用の補助 建築指導課 092-711-4573

大牟田市 ○ 大牟田市アスベスト含有調査
に関する補助 吹付けアスベスト等の分析調査費用の補助 建築住宅課 0944-41-2787

長崎県 長崎県 ○ 長崎県建築物アスベスト改修
事業 吹付けアスベスト等の分析調査や除去等工事に要する費用の助成 建築課 095-824-1111 

（内3093）
熊本県 熊本市 ○ マンション管理士派遣事業 管理組合の自立的運営や適切な管理を支援、マンションの良好な居住

環境の確保を図るため、マンション管理士を派遣
震災住宅支援課 
マンション管理
支援班

096-328-2989
○ 熊本市被災マンションに対す

るアドバイザー派遣事業

平成28年熊本地震により被害を受けた分譲マンションの管理組合等
が、建替えに関する基礎知識の習得などのために（一社）再開発コーデ
ィネーター協会の講師派遣制度を利用した場合に、必要となる経費の
一部を補助

○ 民間建築物吹付けアスベスト
含有調査事業

民間の既存建築物に施工されている吹付けアスベスト等の含有調査に
要する費用の一部を補助 住宅政策課 

建築物安全
推進班

096-328-2449
○ 民間建築物吹付けアスベスト

除去等事業
民間の既存建築物に施工されている吹付けアスベストの除去等に要す
る費用の一部を補助

大分県 大分市 ○ 吹付けアスベストの分析およ
び除去等に対する補助

吹付けアスベストの分析調査、除去等（除去、封じ込めまたは囲い込み）
にかかる費用を補助 開発建築指導課 097-537-5635

○ 分譲マンションの管理に関す
る無料相談

管理組合の運営及び管理規約等に関する相談について、マンション管
理士による無料相談を実施 住宅課 097-585-6012

鹿児島県 鹿児島市 ○ 分譲マンションアドバイザー
派遣事業

マンションの適正な維持管理や改修・建替えを支援するため、マンシ
ョンアドバイザーを管理組合に派遣

建築指導課 099-216-1358
○ 民間建築物アスベスト対策

事業 アスベストの分析調査および除去等の経費に対し一部を補助

沖縄県 那覇市
○

那覇市民間建築物アスベス
ト改修事業費補助事業（含有
調査）

吹付けアスベスト等が施工されているおそれのある建築物の所有者等
への含有調査等に要する経費を補助 建築指導課 098-951-3244

（注）掲載は全国地方公共団体コード順



஋য়ண੢છのॲक़ンটーॻम॥ॳছ
كਃଡ঍ームঌー४ق
஋য়ண੢છमڸۅदල౐पোৡदऌऽघآ

ૢ൳の状யम॥ॳছ
كਃଡ঍ームঌー४ق
2021ফڳাਰ৏ؚྖৎओ੧৔खऽघآ

2021ফ২ૢ൳ਭહ਋৑
عكাق19/ڰ ൳ૐઠਯ150,000ઠكসق10/15

2021年২൳ૐীऊらྴせ॒制২をఀૃし、ૢ൳ਭહ期৑中のૢ൳にणいてम、全てਭけહけることと
なりました。ただし、൳ૐઠ数にम上଒がँるため、上଒ઠ数に୸するৄ੢ाとなった場合म、ૢ൳ਭહ
ી了঩を上੶よりଫい঩に૗ಌする૭ચਙがँります。जの場合म、૗ಌ後のૢ൳ਭહી了঩のڭऊ月৐
をめनにਃଡ঍ー঒ঌー४ಉにてご੧内します。なउ、ૢ൳ਭહી了঩を૗ಌした場合でँっても、ਭહ
ഖ೶ଂの଎ഀが૗ಌ後のૢ൳ਭહ期৑内でँるૢ൳にणいてम、全てૢ൳をਭけહけます。

َマンションघऽः؞ॊઝُमؚマンションଵ৶ੌ়ऋষअఊሂ஋য়সのੑ઺৓ऩ
஋য়थृؚ৳ଵ؞ઈ用॑१এーॺघॊञीのઝଊदघ؛

マンションघऽः؞ॊઝの特শध特๕
ਹહ10ফઝदؚ൐ফڭ৚ڮقা੒৒ك৒਋৓पਹඅ॑उ੍௸
ઠ50ਐ৞ऊैභো૭ચदؚऔैपਈপ10৚ಲਢභোखथ஋য়૭ચڭ
রಥఌসৎपুਯમऋऊऊॉऽच॒؛
ਃଡऋবのੳ૭॑ਭऐथ৅ষखथःॊઝଊ

マンション共用部分リフォーム融資のসਹ॑ফ٫ڮ.ڬਬৣऑ
マンション共用部分リフォーム融資の৳઒મ॑ڮસங২સਬऌ
كマンションଵ৶७ンॱーप৳઒੻౏घॊৃ়كଃਁقق

特শڭ
特শڮ
特শگ
特শڰ

特๕ڭ
特๕ڮ

マンションଵ৶ੌ়のाऩऔऽष

੾঵時৑ٴ (年ଜ年઩म೬঵؞໑঩؞ଅ঩)17:00ع9:00
、ব੠ਗ਼ਵಉでご利用いただけない場合मٴ
ઃの୞ಀにउऊけऎださい。
ਗ਼ਵ︓048-615-2323(ৢਵમがऊऊります。)

0.120٫
پ この利率म、2021年২৅行のઝଊのਭ਄
利අપقઘਬ৐）の੕પをઝଊ৅行ऊら௥
期までの৽ૌ年数10ق年）で਴಑した利率
です。

2021ফ২
൳ૐઝଊのਹ૨

2021ফ২ૢ൳ਭહরآ
2021ফ২ऊैَؚྴचُ॒਑২मఀૃपऩॉऽखञآ

年২ૢ൳ਭહ期৑中に଒りથ効মॳছ३म202134



ૢ൳ڰ؟া19঩10عা15঩
2021年২൳ૐীऊらྴせ॒制২をఀૃし、ૢ൳ਭહ期৑中のૢ

൳にणいてम、全てਭけહけることとなりました。ただし、൳ૐઠ
数にम上଒がँるため、上଒ઠ数に୸するৄ੢ाとなった場合म、
ૢ൳ਭહી了঩を上੶よりଫい঩に૗ಌする૭ચਙがँります。ज
の場合म、૗ಌ後のૢ൳ਭહી了঩のڭऊ月৐をめनにਃଡ঍ー঒
ঌー४ಉにてご੧内します。なउ、ૢ൳ਭહી了঩を૗ಌした場合
でँっても、ਭહഖ೶ଂの଎ഀが૗ಌ後のૢ൳ਭહ期৑内でँるૢ
൳にणいてम、全てૢ൳をਭけહけます。
پ ૢ൳છథのનੳಉ౥വ৏ؚਭહ఺लఃஈ৔
ઍのउੴैच॑ଛહखऽघ؛

ઝଊの৅ষ
া21঩(੒৒)ڮ

஋য়সのஷॉ੢ा11؟া22঩ڮعাگ঩(੒৒)

。ઝଊमਃଡが保管(保૧౲り)しますپ
โ年২ਰఋの積য়てにउけるઝଊのپ
৅行म、൐年2月20঩(੒৒)となります。

⋇ ଵ৶ૠ৺ऋ৒ीैोथःॊऒध؛
⋈ শ਋ఊሂੑ઺のੑ઺਋৑ऋ20ফਰ঱दँॊऒध؛
پ َ20年ਰ上ُといअ期৑मশ期修繕ੑ઺を੿成した時ਡऊらの期৑で、ૢ൳を行अ時ਡऊらの期৑でमँりませ॒。ૢ൳঩現

૔、ੑ઺期৑内でँることをご確ੳऎださい。
⋉ ખ঺ভ৓િৡधঢ়બऋऩःऒधقખ঺会的િৡと関બがँるঐথ३ঙথ管理組合मこの制২を利用できませ॒。）。
⋊ ਃଡ融資॑ਹ用खؚ共用部分のఊሂ工事॑ষअऒध॑੒৒खथःॊマンションଵ৶ੌ়दँॊऒध
。（。੥ટ的に、ਃଡ融資をਭけङにુ用৖ীの修繕工事を行अことになってもୀ約সなनम৅েしませ॒ق

10াعাڰ ��াع�া �া

஋য়用છథのଛહ11؟া19঩ႃ(੒৒)

஋য়用છథのନଛ11؟া22঩12عাଜ(੒৒)

ʮϚϯγϣϯ͢· ɾ͍Δ࠴ʯͷੵཱͯΠϝʔδʮϚϯγϣϯ͢· ɾ͍Δ࠴ʯͷੵཱͯΠϝʔδ

ੵཱ͕ͯͰ͖ΔϚϯγϣϯ؅ཧ૊߹ͷཁ݅ੵཱ͕ͯͰ͖ΔϚϯγϣϯ؅ཧ૊߹ͷཁ݅

Ԡื͔Βߦൃ݊࠴·ͰͷྲྀΕʢ2�21೥౓ʣԠื͔Βߦൃ݊࠴·ͰͷྲྀΕʢ2�21೥౓ʣ

0.1017%ْ10ফ௥਋ৎফ਴಑ਹ૨0.120%قઘਬ৏ ٓك

ْ10ফ௥਋ৎফ਴಑ਹ૨0.120%قઘਬ৏0.1017%ٓك
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ঐথ३ঙথの修繕積য়সम大ຣ୏だौअऊء
عで確ੳしてाよअعশ期修繕ॼঅعঐথ३ঙথছॖই१ॖॡঝ३঑গレー३ঙথع

ْॳख़ॵॡٓآマンションছॖフ१ॖॡঝシ঑গレーションعশ਋ఊሂॼঅعधम
ঐথ३ঙথの規模ृ築年数、੒৒される工事の内容、修繕積য়সのඉઽપなनをোৡ

することで、ごঽମがउ住まいのঐথ३ঙথと৊規模、৊築年数のঐথ३ঙথのَ਴಑
的な大規模修繕工事ા用ُृ০後40年৑のَ修繕積য়সの負担પ 、َُ修繕積য়স会ੑ
のઽ੍ُなनを૥઴することができます。

Ϝϱεϥϱのर઺積立ۜの෈ଏが໲ୌになって、ۛ࠹
いるそ͑ですが、ࢴたͬのϜϱεϥϱは୉৐෋でしΒ͑か。

े୒ۜ༧ࢩԋߑؽが、Ϝϱεϥϱのܯۜࣁժをࢋࢾ
するςʖϩを̧̟でޮ֋しているそ͑ですよ。

ٛ૆૟するછథٜ
⋇ঐথ३ঙথ管理規約શ਀
（म建੟の面積ಉの໪ਏがীऊる資મྼق
⋈শ期修繕ੑ઺
（म০後の工事੒৒がীऊる資મྼق
⋉修繕積য়সのઽ੍ਾ告છ
ྼम修繕積য়সの資স૾யがীऊる資મ

؇ཀྵو༁Ώௗغर઺ܯժ΍あるし、εϝϣϪʖεϥϱをして
ΊましΒ͑かʄ

˖Ϝϱεϥϱ؇ཀྵو༁พන（නࣖྭ）

ర۔αϱέϨʖφଆɻஏ৏̓֌ɻ౟Բ̐֌
̓֌ڠݒಋे୒
Ԉ΄໚積5,400ᶹɻݒ஛໚積1,200ᶹ

ރɻ70਼ރރे
Ԉ΄໚積ɻ4,900ᶹ

෼ɻ件ɻ໌ ˕˕ύ΢ς

౨ښ౐˕˕ۢ˕˕

2,000ᶹ

ॶɻࡑɻஏ

໚ɻ積

ɻଆɻ౵ߑ

઒ɻ༙ɻ෨ɻ෾

ී
ɻ
ஏ

ݒ
ɻ
෼

建੟ੲਾٳ
੟੯ਚ૔地︓東京都؞
住戸数؞ ︓70戸
ৗ築年؞ ︓2011年
建੟階数؞ ︓5階
ഢ地面積؞ ︓2,000㎡
建築面積؞ ︓1,200㎡
௧થ面積合ੑ︓4,900㎡؞
઎ڭ︓ग़レঋーॱー઎数؞
ਗ෢のல஘︓ॱॖঝ؞
࿑ৣಉ্ૄ︓ൺ࿑ৣ஑؞
設૟︓ฅ਷ဓથり؞

工事ੲਾٳ
年後に実施ڮ︓ઉ੺の工事؞
工事ఢ期؞ ︓1�年
実施する工事ඨ目؞
︓ਗ෢࿗ಎಉ੝修工事
︓ોஉଆ਷工事
︓床ଆ਷工事
︓ள৖࿗ಎ工事
︓建఻؞স੟ಉ੝修工事
︓ુ用内৖੝修工事

資সੲਾٳ
年৑の修繕積য়স︓1,008ਐ৞�年؞

(戸ँたり਴಑1.2ਐ৞�月）
৐年২の積য়সଋৈ︓10,080ਐ৞؞
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পૠெఊሂ工事のসપ॑નੳखथाेअॳख़ॵॡ⋇

३঑গレー३ঙথの૥઴੥ટでम、োৡしたੲਾをもとに૥઴した਴಑的な工事ા੕પ、
૚工事ાのসપ఺ल工事ரథにૢगた౐੼ق戸、㎡、઎）を確ੳできます。
০回૥઴したঐথ३ঙথでम、ਰৣのよअな૥઴੥ટとなりました。

ْ૥઴੥ટٓઉ੺のপૠெఊሂ工事ા用

なるΆʹ、ࢋࢾ結果をݡるとݡ積ॽのֻۜはࢋࢾしたࣆ޽ඇよりঙし߶い
Ξです͸ʀʀʀ

ճऀとの଩合ͦ΍あるし、そのと͘にεϝϣϪʖεϥϱとのࣆ޽、度ࠕ
ֻۜのҩいにͯいて、ซいてΊましΒ͑よʄ

ك工事ৄ஋সપのનੳৎقএॖンॺٲ
複数の施工会঺ಉऊら઀লされた大規模修繕工事のৄ積છのসપをनのよअにૻຎし、जの੥ટनの会

঺を৭৒すれयよいऊ、ฎ॒でいる管理組合の຦஘म੗いとઓいます。
जのよअな場合にम、३঑গレー३ঙথでごঽମのঐথ३ঙথと৊規模、৊築年数のঐথ३ঙথのَ਴

಑的な大規模修繕工事ાُを઴লし、ৄ積છとૻຎする੠のওঝॡঐーঝとして利用することをउすすめ
します。
施工会঺ಉとのઊठ合ॎせ時に、َৄ積પとওঝॡঐーঝとの୷౮ُのਏ౤پにणいて説明を੷めるこ

とで、ৄ積છの工事内容ृসપのವ੭ਙをৈめることができます。
。୷౮のਏ౤としてम、工事の内容、ல஘のॢレーॻ、༄৲のங২、施工෇೧のୀいなनがઅえられますپ

積ॽのݡ
あたりֻۜ（1ރ 3 0 ຬԃ）

୉وໝर઺ࣆ޽の૱ֻとރあたりֻ（૱ֻを入ྙした
。でׄったֻۜ）がනࣖさΗます਼ރ

ඇのࣆ޽Ͱいたخυʖνにࣁの༧ߑؽ
Ճ֪ଵ（஦ԟرりの5 0 ˍが؜まΗる൥ҕ）
をࣖしています。

入ྙさΗた৚ๅにخͰ͘ࢋࢾさΗた
ฑۋదなࣆ޽ඇをࣖしています。

で༁9ࣆ޽のޛ積ॽでは、̐೧ݡ , 0 0 0 ຬԃ（ރあたり༁1 3 0 ຬԃ）
がච要となるらしいが、Ҳൢదなࣆ޽ඇはいくら͛らいなのだΘ͑か。
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३঑গレー३ঙথの૥઴੥ટでम、োৡしたੲਾऊら資সઽ੍をੑ઴し、০後40年৑の৿
向をॢছইとय़কॵ३গইটー਀で確ੳできます。
০回૥઴したঐথ३ঙথでम、ਰৣのよअな૥઴੥ટとなりました。

০৏40ফ৑の資সઽ੍॑નੳखथाेअॳख़ॵॡ⋈

࣏յのࣆ޽はՁとかなりそ͑だけʹ、ࡑݳのर઺積立ۜのֻで、ޛࠕのࣁ
ۜफࢩは୉৐෋だΘ͑かʀʀʀ

ْ૥઴੥ટٓ০৏40ফ৑の資সઽ੍

⋇ਠ状の૥઴੥ટ

4 0 ೧ޛは、ࢧっていたより΍ۜࣁが෈ଏしてしま͑Ξです͸ʀʀʀ

ʻ支ग़߲໨ʼ
ʀ୉وໝर઺ࣆ޽ඇ
ʀعଚई入のศֻࡃ

ʻऩೖ߲໨ʼ
ʀर઺積立ۜ
ʀҲ࣎௅फۜ
ʀӣ༽によるफ入
ʀ઒༽࢘༽ྋ܃入ۜ

੼࣊

【ॢছইのৄ্】
。༈ॢছইम、ჾਊ年২のઽ੍সપをંしています؞
ઽোमڬより上ડに積ा上がり、੍লमڬよりৣડに積ा上がります。
数கमంડの目ాで確ੳします。

。ീれ଍ॢছইम、修繕積য়সଋৈの௓୎をંしています。数கमకડの目ాで確ੳします؞

˛र઺積立ۜ（೧ֻ）˛୉وໝर઺ࣆ޽ඇ

のままのर઺積立ۜのֻだと、2ࠕ 0 ೧ޛのࣆ޽以降でۜࣁफࢩがͥっと੼࣊
になってしまいそ͑͸。

、くなるとर઺ඇ΍ଁ͓そ͑ですしݻ෼がݒ
গཔのことを͓ߡると、े຿の߶ྺԿが਒Ξでर઺積立ۜのෝ୴が୉͘くな
らないよ͑に、૥い͑ͬからܯժదなर઺積立ۜのଁֻをݗ౾したΆ͑がよ
さそ͑͸。
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⋈੝ఒ৏の૥઴੥ટق಑ಉ஋য়্ૄのৃ়ك

లਟ、資সઽ੍が஧ஊとなる場合म、Ҧ修繕積য়সのੜપҧಉを୳৒した૥઴੥ટق੝ఒ後）
を確ੳできます。

ْ૥઴੥ટٓਠ状の資সੑ઺॑౷ऽइञ੝ఒ઀੧

εϝϣϪʖεϥϱでは、ࡑݳの積立ֻۜ 1 , 0 0 8 ຬԃ/೧（ރあたりฑۋ 1 .2 ຬԃ
/月）から1 , 5 8 8 ຬԃ/೧（ރあたりฑۋ༁1 .9 ຬԃ/月）にଁֻすると、4ޛࠕ 0 ೧ؔ
はۜࣁफࢩは҈ৼで͘るΊたいです͸。

この結果は、र઺積立ۜのଁֻのࣁ౾ݗྋΏૌ合ҽ΃のઈ໎࣎のึଏࣁྋ
として΍͓࢘そ͑です͸。

३঑গレー३ঙথでम、஺階ੜપ積پ
য়্ૄの੥ટにणいてもご༮ຘけます。

ᑗ᮶Ⓨ⏕するᕤ事㈝をඖにቑ㢠㔠を⟬ฟし
ています。

※ᕤ事㈝にᑐしてಟ⧋積立㔠が不㊊する場合は、䝻ーンの฼⏝
を᝿定した㈨㔠ィ⏬を表♧します

ك資সੑ઺のৄઉखਫ਼ୈৎقএॖンॺٲ
大規模修繕工事ા用म、築年数が৽ૌするऺनৈऎなることऊら、修繕積য়সのੜપを行अことが঳ಹ

的ですが、築年数の৽ૌとともにো居঻もৈೡ৲しઽোが減૘するため、修繕積য়সの負担が重ऎなって
ॅऎといअ現実がँります。
ো居঻がৈೡ৲する৐のૻຎ的৽ੋ的に౟ඥのँる時期に修繕積য়সのੜપを৐౵しすることで後年の

負担ੜを軽減するなन、শ期的ଳਡで修繕積য়সඉઽੑ઺をৄઉす場合のਫ਼ୈ資મとしてણ用してाま
しॆअ。

˛र઺積立ۜ（೧ֻ）˛୉وໝर઺ࣆ޽ඇ ˛ई入ۜ
˛र઺積立ۜ（ଁֻ෾）˛ई入のศֻࡃ

してΊましΒ͑ʄ౾ݗճでर઺積立ۜのଁֻにͯいてࣆ度のཀྵࠕ
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̍ɹ͸͡Ίʹ
マンション共用部分リフォーム融資（以下「融資」

といいます。）は、大規模修繕や耐震改修工事等の
マンション共用部分の工事を実施する場合にご利
用いただけるマンション管理組合（以下単に「管
理組合」といいます。）向けの融資制度です。マン
ションすまい・る債の積立てを行っている管理組
合の場合、特典として、融資金利の引下げ（年0.2％
引下げ）を受けることができます。
近年、高経年マンションの増加等を背景として、

マンションすまい・る債の積立てを行っている管
理組合の融資のご利用もございます。
このため、より一層融資をご利用いただきやす

くすることを目的として、令和3年7月に融資制度
の一部改正を行いますので、改正内容をご紹介い
たします。

�ɹྩ࿨̏೥݄̓վਖ਼ɹɹɹɹɹɹ���
ɹɾ੍౓վਖ਼ᶃʢށ౰ͨΓݶ౓ֹͷఫഇʣ
これまで、融資限度額は「融資対象工事費の10割」

又は「150万円（耐震改修工事を行う場合は500万円）
×住宅戸数」のいずれか低い額としていましたが、
今回の改正により、戸当たり限度額を撤廃し、融資
対象工事費の10割が融資限度額となります。（表１）
なお、毎月の返済額（他の借入れがある場合は、

当該借入れに係る毎月の返済額を加えた合計額）は、
引き続き、毎月徴収する修繕積立金の80％以内であ
ることが必要となります。

表̍�੍౓վਖ਼಺༰ᶃɹʢށ౰ͨΓݶ౓ֹͷఫഇʣ

վਖ਼લ վਖ਼ޙ
「工事費の10割」又は
「150万円（耐震改修工事
を行う場合は500万円）
×住宅戸数」のいずれか
低い額を上限とする。

「工事費の10割」を上限と
する。

ɾ੍౓վਖ਼ᶄʢ༥ࢿର৅ࣄ޻අͷ֦ॆʣ
マンション共用部分リフォーム融資は、住宅とし

て使用される区分所有建物（マンション）を対象に
融資を行うこととしているため、マンションに非住
宅部分がある場合は、全体面積に占める非住宅部分
の専有面積の割合が1/4以内であれば工事費の全額
を融資対象とし、1/4超であれば住宅部分の工事費
のみを融資対象（非住宅部分の工事費は融資対象外）
としてきました。
今般、非住宅部分が存するマンションについても、

マンション管理適正化の観点から大規模修繕等への
支援を行うことが有効と考え、非住宅部分の面積割
合にかかわらず、非住宅部分の工事費を含むマンシ
ョンの工事費全額を融資対象とします。（表２）

表̎�੍౓վਖ਼಺༰ɹʢ༥ࢿର৅ࣄ޻අͷ֦ॆʣ

վਖ਼લ վਖ਼ޙ
マンションの非住宅（店
舗等）部分の専有面積が
全体面積の1/4を超える
場合は、当該部分に係る
工事費は融資対象外と
する

マンションの非住宅部
分の面積割合にかかわ
らず、非住宅部分の工事
費を含む工事費の全額
を融資対象とする

※　災害復興住宅融資（マンション共用部分補修（管理
組合申込み））につきましては、引き続き非住宅（店
舗等）部分の専有面積が全体面積の1/2を超える場合は、
非住宅部分に係る工事費は融資対象外となります。

ɾ੍౓վਖ਼ᶅʢ༥ࢿ৚݅ͷ֦େʣ
令和元年台風19号による内水氾濫で高層マンショ

ンの地下部分に設置されていた高圧受変電設備が冠
水し、ライフラインが一定期間使用不能となる被害
が発生したことを受け、国土交通省・経済産業省連
携で「建築物における電気設備の浸水対策ガイドラ
イン」がとりまとめられました。
そこで、上記ガイドラインに規定されている浸水

対策工事について機構が認める工事を行う場合の融

「マンション共用部分リフォーム融資」の
制度改正事項について

ʢެࡒʣϚンγϣン管理ηンター保ূ༻
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資条件（融資金利、最長返済期間）を、耐震改修工
事を行う場合と同等に優遇します。

�ɹޙ࠷ʹ
今回は融資制度の改正内容を３点ご紹介しました

が、その他にも、融資のお申込手続の負担を少しで
も減らせるよう、借入申込書の記入をパソコン上で
行える借入申込書作成支援ツールの公開等も行って
おります。
住宅金融支援機構では、これからもマンション管

理の分野に少しでも貢献できますよう、金融の面か
ら管理組合のみなさまをご支援してまいりたいと思
います。引き続きご愛顧賜りますようよろしくお願
いします。

＊　マンション共用部分リフォーム融資の詳細につ
きましては、住宅金融支援機構ＨＰ（www.jhf.
go.jp）をご覧ください。

ʢߟࢀʣ
今回の改正内容ではありませんが、令和2年4月に

以下の制度改正を行っておりますので併せてご紹介
いたします。

˓ྩ࿨̎೥੍݄̐౓վਖ਼ɹɹɹɹɹɹ
ɹʢ༥ࢿର৅අ༻ͷ֦ॆʣ
専門家による調査設計の実施、耐震診断の実施、

長期修繕計画の作成等に要する費用は、マンション
共用部分の工事と同時に行う場合に限り融資対象と
していましたが、令和2年4月から、工事と同時に行
わない場合（調査設計、耐震診断、長期修繕計画の
作成等のみを実施する場合）でも融資可能としまし
た。（表３）

表��੍౓վਖ਼಺༰ɹʢ༥ࢿର৅ࣄ޻අͷ֦ॆʣ

վਖ਼લʢ3���·Ͱʣ վਖ਼ޙʢ3���Ҏ߱ʣ
耐震診断の実施、長期修
繕計画の作成等に要す
る費用は共用部分の工
事と同時に行う場合に
限り融資可能

専門家による調査設計
の実施、耐震診断の実施、
長期修繕計画の作成等
に要する費用のみへの
融資も可能
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ুਢಉの੝ఒ৔ઍのओ੧৔

੝ఒ৔ઍのএॖンॺ

ྴच॒਑২॑ఀૃखऽखञ؞؞؞؞؞؞؞؞؞؞؞آ P.45

঍ームঌー४दਃଡऊैのउੴैच॑ൕൗखऽघ؞آ P.47

ૢ൳ঢ়બછథऋ૗ॎॉऽखञ؞؞؞؞؞؞؞؞؞؞آ P.48
(1) ஋য়ண੢છૢق൳用౛كऋग़ॡ७ঝदোৡ૭ચपऩॉऽखञآ
(2) ભਔのຆ࿞दुૢ൳ऋ૭ચपऩॉऽखञآ

ڭ

ڮ

گ

2021
ফ২
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ྴच॒਑২॑ఀૃखऽखञڭآ

マンションघऽः؞ॊ

ઃのਡऋ૗ಌधऩॉऽघ؛

ྴच॒਑২ఀૃपेॊ૗ಌਡ

ૢ൳છథのનੳಉ౥വ�॑ुढथؚઝଊභোऋदऌॊऒधध
ऩॉऽघ؛

پ ૢ൳૑ਏછథがਂ足なऎ住宅স融੍ରਃଡにงାし、また、内容にणいてਂ૟がないこと
をਃଡで確ੳしたことをもって、ૢ൳છథのનੳಉ౥വとなります。जの後、ૢ൳いただ
いたঐথ३ঙথ管理組合の৻਀঻さまྼमঐথ३ঙথ管理会঺さまँてにَਭહ఺लఃஈ
内容のउ知らせُをごഖଛします。

ૢ൳ਭહ਋৑॑భশखऽखञ؛

これまでྴقせ॒ँり） ऒोऊैྴقच॒ऩखك

ૢ൳をીえたけन、ྴせ
॒になるऊもしれないऊら、
ঐথ३ঙথすまい؞るઝを
େえるऊनअऊਂ安だなँ

応募手続が終わったので、
マンションすまい・る債を
買えるぞ︕安心︕

૗ಌਡڭ

૗ಌਡڮ

これまでྴقせ॒ँり）

ऒोऊैྴقच॒ऩखك

ૢ൳ਭહ਋৑

াৣഽڰ ারഽڵ 10ারഽ

ْ௕ٓૢ൳ਭહ਋৑のॖওー४
ྴ
च
॒

ૢ൳ਭહ਋৑

ͤ 1 1 月以降の積立手続（債券購入の手続）において、再度、応募要件に合致していることを確認します。その結果によっては、ご購入
いただけないことがありますので、あらかじめご了承ください。

ઝमؚ൳ૐઠਯप঳৒のೳऋँॊञीؚऒोऽ
दमؚૢ൳ऋ൳ૐઠਯの঱଒॑தइञৃ়َྴचُ॒पेॉઝଊ॑භো
ःञटऐॊマンションଵ৶ੌ়औऽ॑৭৒घॊऒधधखथःऽखञऋؚ
����ফ২൳ૐਰఋमَؚྴचُ॒਑২॑ఀૃखऽखञ؛ऒोपेॉؚ

كپق
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● ૢ൳ਭહ਋৑রのૢ൳म৸थਭऐહऐऽघ؛

となっていますので、൳ૐઠਯの঱଒प୸घॊৄ੢ा
धऩढञৃ়मؚૢ൳ਭહીവ঩॑৐౵खघॊ૭ચ
ਙऋँॉऽघ؛
この場合、৐౵ししたૢ൳ਭહી了঩までにૢ൳پ
された্にणいてम、൳ૐઠ数をதえてもૢ൳を
ਭけહけます。

● ऒのञीؚਃଡのマンションघऽः؞ॊઝ
঍ームঌー४のॺॵউ઺એदؚૢ൳状ய॑৒਋
৓पओ੧৔घॊऺऊؚૢ൳ਭહીവ঩॑૗ಌघॊ
ৃ়मؚ૗ಌ৏のૢ൳ਭહીവ঩の৺ڭনা৐॑
ीनपओ੧৔खऽघのदؚి࿤ओનੳऎटऔः؛

● ਃଡのマンションघऽः؞
ॊઝ঍ームঌー४॑পऌऎৄ
ઉखथःऽघ؛
ถ಍पणऌऽखथमؚઃの

ঌー४॑ओ༮ऎटऔः؛

ただし、����年২の൳ૐઠ数の上଒が�������ઠ
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঍ームঌー४दਃଡऊैのउੴैच॑ൕൗखऽघآ

ॺॵউঌー४の1(:6઺એपൕൗघॊउੴैचの୻
୻ڭ ૢ൳状யૢ؞൳ਭહીവ঩

ૢ൳૾யૢ؞൳ਭહી了঩のਈৗのੲਾをご੧内します。

୻ڮ ஋য়ুਢのスॣ४গーঝ
ઝଊභোに૑ਏとなるুਢのスॣ४গーঝにणいてご੧内します。

マンションघऽः؞ॊઝ঍ームঌー४のॺॵউ઺એपउऐॊྋ୍部分
प1(:6઺એ॑ਝऐथउॉؚਃଡऊैのउੴैच॑ൕൗखऽघ؛
トॵউঌー४मコॳছ
https://www.jhf.go.jp/loan/kanri/smile/index.html

پ ऒの౎पुؚਃଡऊैのउੴैच॑ྖৎൕൗखऽघ؛

ڮ

1(:6઺એ
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ઃঌー४ਰఋで、੿成্法をご੧内します。

ૢ൳ঢ়બછథऋ૗ॎॉऽखञگآ

(1) ஋য়ண੢છૢق൳用౛كऋग़ॡ७ঝदোৡ૭ચपऩॉऽखञآ

マンションघऽः؞ॊઝのૢ൳पँञढथमَؚ஋য়ண੢છُ఺ल૑
要છథق੕ভ৮事ஈಉ॑كક୧স融੍ରਃଡपओഖଛःञटऌऽघ؛
ऒोऽदَؚ஋য়ண੢છُमুછऌ用のाओ用ਔखथउॉؚओഖଛৎ

मਃଡਚ৒のຆ࿞धऩढथःऽखञऋؚઃのधउॉৄઉखऽखञآ

2021年度マンションすまい・る債　積立申込書（兼 送付先指定依頼書）

独立行政法人住宅金融支援機構　殿 月 日

独立行政法人住宅金融支援機構は、独立行政法人等の保有する個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第59号）に基づき、お客さまから提供を受けた個人情報を

　マンションすまい・る債の発行に付随する業務及び次の利用目的の達成に必要な範囲で利用いたします。
＜利用目的＞ ・お客さまの本人確認や積立申込条件等を満たしていることの確認のため ・債券発行のため

・期日管理等継続的な取引における管理のため ・債券発行のため住宅関連の情報提供のため

・法律等に基づく権利の行使や義務の履行のため ・市場調査や分析・統計の実施のため

・アンケートの実施等による機構に関連する商品やサービスの研究・開発のため ・マンション共用部分リフォーム融資利用時の保証料適用のため

住所コード（記入不要）

(ﾌﾘｶﾞﾅ)

(ﾌﾘｶﾞﾅ)

月頃

(ﾌﾘｶﾞﾅ)

－ －

(ﾌﾘｶﾞﾅ)

－ －

(ﾌﾘｶﾞﾅ)

－ －

棟 階 戸

000 0000

（郵便番号）

毎年 0

－

（ﾌﾘｶﾞﾅ） 0

(ﾌﾘｶﾞﾅ) 0

0

（郵便番号）

代表者の住所

管理会社名（支店名を含む。）

0

0

0

0

0

（郵便番号）

0

000

0

0

(ﾌﾘｶﾞﾅ)

区町村名

番地

区町村名番地

号室等

(ﾌﾘｶﾞﾅ)

区町村名

番地

－

0
送付先指定する
書類の種類

0

マンション管理組合̬管ဇ

マ

ン

シ

ン

管

理

組

合

の

代

表

者

等

電話番号

NA51

0 0記 入 日 ： 2021 年

◀既に積立を行っている管理組合が応募する場合は必ず記入してください。

0

積立組合番号

マンション管理組合の

名称

法人登記の有無

代表者氏名

0

任期（期間） 0 年間

000 － 0000

マンションの
所在地

マ

ン

シ

ン

管

理

組

合

の

名

称

等

0

書類の送付先と
する管理会社の

住所等
（上記選択欄で「2.」を選択した

場合のみ記入願います）

電話番号担当部署名

0

送付先指定

0000

書類の送付先
（上記選択欄で「1.」または「2.」を

選択した場合のみ記入願います。）

担当部署名 担当者名 電話番号

0 0

0

－ 0000

0

0

000

　貴機構の債券の積立に関する資格、条件、手続及びマンションすまい・る債手続規定を了承し、マンションすまい・

る債の応募要件を確認した上で、上記のとおり積立申込み（応募）をします。

月

残高証明書の
送付希望月

決算月の翌月をご指定いただくと便利です。

（例）決算月：３月→送付希望月：４月

毎年 0
口

万円

0

そ
の
他

積立ての理由

今回の募集の情報入手先

マンションの竣工時期 0

棟数 0 階数

積立口数の考え方 0

（管理組合の印）

長期修繕計画期間 0

１回当たりの積立希望口数
及び積立希望金額

（既に積立てを行っている管理組合は今回応募

する口数及び金額のみ記入してください

入居世帯数

0 年 月頃0

0 戸数 0
共用部分のリフォームを行うために債券の買入

（中途換金）の請求を行う予定時期

世帯0

年

0

0

0

0

担当者名

(ﾌﾘｶﾞﾅ)

区町村名

番地

（郵便番号）

0

管理会社を書類の送付先に指定する場合は、別添資料を確認し、末尾記載の事項を承認します。（文頭の□に☑してください。）

0000

管理会社等の連絡先

0

管理会社名（支店名を含む。）※管理会社がない場合は管理組合事務室等

集会（定期総会）

の開催月

令和

μ
ề
の
᪮
Ⴘ
Ệ
ế
ẟ
ề
記
入
๨
ủ
の
ễ
ẟ
ợ
ạ
Ệ
ắ
ද
ॖ
Ẫ
ẻ
Ằ
ẟ

এॖンॺ

ুଫऎල౐प੿ਛदऌॊآ
ඝ੿मල౐آෙোৡのৃ়दुગোৡघोय
છऌのৃ়ؚછऌ௤गのधऌपুقآ.2
ၖਫഀऋ૑要ك

੶োुोಉのનੳऋছॡآ
ग़ছーॳख़ॵॡਃચँॉآ

ૢ൳ઠਯपૢगञలਟのਭ
਄ਹඅપق概઴كऋનੳद
ऌॊآ

گ

ڭ

ڮ

پ 積য়ண੢છम、૑ਏඨ目をোৡ後、
ഀླྀしていただき、ঐথ३ঙথ管理組
合ഀの౒ഀが૑ਏです。ഀླྀできる
୭୆でご利用ऎださい。
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A َ஋য়ண੢છ ग़ॡ७ঝフ॓ॖঝُのোু্১

ਃଡの঍ー঒ঌー४ऊらॲक़থটーॻをउൢいします。

ঐথ३ঙথ 積য়ண੢છ ग़ॡ७ঝ またम

َ積য়ண੢છ ग़ॡ७ঝই॓ॖঝُにम、ઃのڲणの३ートپق）
がँります。૚३ートにणいてご説明します。

⋇ োৡ३ート ૑ਏඨ目をোৡする३ート

⋈ লৡ३ート
઀লする३ート؞ླྀഀ
のোৡ内容が積য়ண੢છのইज़ー⋇ق
ঐॵトにખ಩されたもの）

⋉ োৡ্法ಉのご੧内 োৡ্法ृି意ਡを੶ൗした資મ

⋊ ଛહ੔੐৒にणいて ଛહ੔੐৒制২の内容ृି意ਡಉを੶
ൗした資મ

⋋ োৡ୻ োৡ内容を୻ંした३ート

⋌【૞અ】లਟのਭ਄利අપ
⋇のোৡ内容ૢق൳ઠ数）にૢग、௥
期まで保થした場合のలਟのਭ਄利අ
પق໪઴）が਀ંされる३ート

ग़ॡ७ঝই॓ॖঝを開ऎと、઺面ৣ৖にਰৣのとउり਀ંされます。ごپ
ؙ༮になりたいඨ目をॡজॵॡすると、૚३ートの内容が਀ંされます。

⋇ ⋈ ⋉ ⋊ ⋋ ⋌

B َ஋য়ண੢છ ग़ॡ७ঝフ॓ॖঝُ のඝ੿্১
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月 日

－

マンションの所在地
（住居表示上の住所）

フリガナ

漢字等

マンション管理組合の名称
フリガナ

漢字等

法人登記の有無

郵便番号

都道府県
フリガナ

漢字等

記入日 2021年

積立組合番号

フリガナ

漢字等
市・区・郡

区町村名・番地

ٛোৡシーॺٜのඝ੿্১

ٲ

ٲ

ٵ

ٵ

ٵ

ٛোৡ३ートٜの઺面ॖওー४ق঳৖）

োৡඨ目ਰਗのᆽਚम、૗ಌ؞োৡ
ಉができませ॒。

োৡ७ঝをઃのとउり౦ীけしています。
૑ङごোৡいただऎඨ目です。
ਊてमまる場合のाোৡいただऎඨ目です。

োৡਂਏです。

ٛোৡ३ートٜを৭උいただऎと、ઃのॖওー४のよअな३ートが਀ં
されます。
ઉமোৡいただऎඨ目ٵق）とউঝॲक़থにより৭උいただऎඨ目ٲق）

がँります。

ഖ೶୞ಀق上3ᐈ）に
よりঽ৿਀ંされます。

ْোৡ৫઩ऊैোৡ౥വऽदの૴ोٓ
。োৡ३ートٜに૑ਏなੲਾを全てোৡするٛ؝ڭ

؝ڮ ٛোৡ३ートٜの঳୞ৣにँるంのَग़ছーॳख़ॵॡ
঎ॱথُを౒してग़ছーॳख़ॵॡを実施する。

（ग़ছーがँる場合ق
。োৡもれಉがँる場合म、ग़ছーᆽਚが஧ऎખૡします؞
୯加োৡृ修ਫಉを行い、ગ২ग़ছーॳख़ॵॡをउൢいします。

（ग़ছーがない場合ق
。が૭ચです。ٛলৡ३ートٜऊらഀླྀをउൢいします。ઃঌー४૞සླྀഀ؞

آਔਡିآ ग़ছーがँる૾ଙでमഀླྀできませ॒ので、ごି意ऎださい。
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ٛলৡシーॺٜのඝ੿্১

ٛଛહ先੐৒पणःथٜ

ٛোৡ୻ٜ

ْٛ ૞અٓలਟのਭ਄ਹඅપٜ

ٛোৡ३ートٜにোৡいただいたૢ൳ઠ数にૢग、௥期までઝଊを保થい
ただいた場合のలਟのਭ਄利අપق໪઴）をご確ੳいただけます。

লৡ३ートٜにँるంのَഀླྀ঎ॱথُを౒してഀླྀできٛ؞
ます。
（。োৡ३ートٜでग़ছーがँる場合मഀླྀできませ॒ٛق

঎ॱথُを౒ৣすると、ঽ৿的に積য়ண੢છが３৖ഀླྀླྀഀَ؞
されます。৸थपଵ৶ੌ়ഀ॑౒ഀःञटऌؚڮ部॑ਃଡपଛ
હखؚڭ部मඓइधखथ৳ଵൢःऽघ؛

ਃଡृ事ਜਭ౏਒行ऊらଛહするછథのଛહ੔をご担ਊのঐথ३ঙথ管理
会঺に૗ಌする制২がँります。ご利用される場合म、この३ートをご঳ഭ
ऎださい。

ٛোৡ३ートٜのোৡ୻です。ご૞සऎださい。

ଛહ੔੐৒に関するٛোৡ३ートٜのোৡ
োৡඨ目

ଛહ੔੐৒のரథ 資મの確ੳ఺लഅੳ છథのரథ છథのଛહ੔ ଛહ੔住ਚಉ

৭
උ
࿔

ଛહ੔੐৒する

ٛଛહ੔੐৒にण
いてٜを確ੳ؞അੳ
いただける場合म、
ॳख़ॵॡ঎ॵॡスに
厕する。

全てのછథ

োৡした管理会
঺住ਚと৊ग োৡਂ要

োৡした管理会
঺住ਚとୀअ োৡ૑ਏ

ଋৈ઒明છ
఺ल

େোੑ઴છ
のा

োৡした管理会
঺住ਚと৊ग োৡਂ要

োৡした管理会
঺住ਚとୀअ োৡ૑ਏ

ଛહ੔੐৒しない োৡਂ要

。上の਀でَোৡਂਏُとしているᆽਚम、ٛোৡ३ートٜにउいても৭උ࿔にૢगて७ঝがహऎખૡしますپ

َ஋য়ண੢છग़ॡ७ঝフ॓ॖঝُपঢ়घॊउਖ়च先
ક୧স融੍ରਃଡક୧ઝଊ事ਜ७ンॱー
03-5800-9479 �੾঵時৑ٴ�（ଅ঩、໑঩、年ଜ年઩म೬঵ق�����ع��

。ਵમসがऊऊりますৢٴ
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(2) ભਔのຆ࿞दुૢ൳ऋ૭ચपऩॉऽखञآ

住宅স融੍ରਃଡਚ৒のຆ࿞をご利用される場合म、Ⴈਃଡپ
に資મட੷ऎださい。

https://krs.bz/jhf/m?f=16

َ፝先ැॳख़ॵॡリスॺُのॲक़ンটーॻम॥ॳছ
https://www.jhf.go.jp/loan/kanri/smile/about/bosyu.html

ૢ൳ਭહ਋৑৔पؚઃの፝先प঱੶のછథ॑ओഖଛऎटऔः؛

8570-112ٿ
ূ਎੃ધ਎ય৏௫1ഛ৯4 ୞10ಀ
ક୧স融੍ରਃଡ ક୧ઝଊ事ਜ७ンॱー

ഖଛછథの१ॖ६の都合上、ഓڮ१ॖ६をご
ઞ用ऎださい。
なउ、ભ意のຆ࿞でごૢ൳いただऎ場合म、

َ፝੔兼ॳख़ॵॡজストُをຆ࿞にቦりહけて
いただऎことが૑೼となります【ৣ੶】。

ਚ৒ຆ࿞ऽञमભਔのຆ࿞दૢ൳૭ચ

ਚ৒ຆ࿞दのाૢ൳૭ચ

ऽञम
ભ意のຆ࿞ॖقওー४）

૗ಌ৐

૗ಌ৏
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東
京
都
文
京
区
後
楽
１
丁
目
４
番
10
号

【封入書類のチェックリスト】
封入した書類をチェック（）してください。

法人登記していない管理組合
□積立申込書兼送付先指定依頼書（２部）

※□ 管理規約（全文）（コピー可）
※□ 総会議事録（コピー可）等
　　　　（代表権が確認できる書類）

法人登記している管理組合
□積立申込書兼送付先指定依頼書（２部）

※□ 登記簿謄本（原本）又は全部事項証明書（原本）

※既に積立てを行っている管理組合で、代表者の変更がない
等の場合、添付書類を省略することができます。
詳しくは「マンションすまい・る債のご案内」をご覧ください。

マンション管理組合名

問合せ先名称（管理会社・管理事務室等）

住所

電話番号

この書類に関する問合せ先
（書類に不備があった場合等の連絡先）

（※）代表者以外の方が問合せ先となる場合のみご
記入ください。

郵便切手を
添付して下
さい

01 1 2 8 5 7

住
宅
金
融
支
援
機
構

住
宅
債
券
事
務
セ
ン
タ

行

マ
ン
シ

ン
す
ま
い
・
る
債

応
募
書
類
在
中

ご郵送に関しては、「簡易書留郵便」等により確実に送付していただく方法をお勧めします。

期限に余裕をもってご送付くださいますようお願いします。

宛先兼チェックリスト

●ભਔのຆ࿞दૢ൳औोॊ্मؚ
َ፝先ැॳख़ॵॡリスॺُ॑ຆ࿞पቦढथःञटऎ
૑要ऋँॉऽघْ؛ ৐ঌー४૞සٓ

●ઃঌー४॑॥আーख ओؚਹ用ःञटऎऒधु૭ચदघ؛

● َ፝先ැॳख़ॵॡリスॺُの
ంৣपँॊْマンションଵ৶ੌ়੡ٓृకৣपँॊ
ْຆোછథのॳख़ॵॡリスॺٓ॑੶োൢःऽघ؛

ంৣपँॊْऒのછథपঢ়घॊਖ়च先ٓჷपणःथमؚپ
৻਀঻ਰਗの্ق୻؟ଵ৶ভ঺كऋਖ়च先धऩॊৃ়
のाؚ੶োൢःऽघ؛

੶ো
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【封入書類のチェックリスト】
封入した書類をチェック（）してください。

法人登記していない管理組合
　 □ 積立申込書兼送付先指定依頼書（２部）
※□ 管理規約（全文）（コピー可）
※□ 総会議事録（コピー可）等
　　　　（代表権が確認できる書類）

法人登記している管理組合
　 □ 積立申込書兼送付先指定依頼書（２部）
※□ 登記簿謄本（原本）又は全部事項証明書（原本）

※既に積立てを行っている管理組合で、代表者の変更がない
　 等の場合、添付書類を省略することができます。
　 詳しくは「マンションすまい・る債のご案内」をご覧ください。

マンション管理組合名

問合せ先名称（管理会社・管理事務室等）

住所

電話番号

この書類に関する問合せ先
（書類に不備があった場合等の連絡先）

（※）代表者以外の方が問合せ先となる場合のみご
記入ください。

 郵便切手を
 添付して下
 さい

01 1 2 8 5 7

住
宅
金
融
支
援
機
構

住
宅
債
券
事
務
セ
ン
タ

行

マ
ン
シ

ン
す
ま
い
・
る
債

応
募
書
類
在
中

ご郵送に関しては、「簡易書留郵便」等により確実に送付していただく方法をお勧めします。

期限に余裕をもってご送付くださいますようお願いします。

宛先兼チェックリスト
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઀লછథ ओ೏ਔਡ

⋇஋য়ண੢છැଛહ先
੐৒ൂ౅છ

ম౛によりご੧内したものです。
管理組合ഀを౒ഀしたものをڮ৖ご用意
ऎださい。

⋈ଵ৶ૠ৺の୼ख
ك॥আー૭قك৸ધق

法যః੶している組合ृ、ૌுにභোさ
れたことのँる組合でਃଡにఃஈされて
いる管理組合੡ูに૗ಌがない場合मਂ
ਏです。

⋉৻਀ਥಉનੳછథ

੕会৮事ஈಉ、管理組合の੡ูृ৻਀঻
の৻਀ਥが確ੳできるછథです。管理組
合によってご用意いただऎછథが౮なり
ますので、ถしऎमਃଡ঍ー঒ঌー४ृ
َঐথ३ঙথすまい؞るઝのご੧内ُを
ご確ੳऎださい。

ਃଡ঍ームঌー४قマンションघऽः؞ॊઝपঢ়घॊঌー४ك

h�ps://www.jhf.go.jp/loan/kanri/smile/index.html

さいごに、ૢ൳に૑ਏなછథをご੧内します。
ഖଛの੠म、َලಔછ೏ഖ೶ُಉ、確実な্法

をउすすめします。
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੕会にउいて耐震設ੑの実施をৠ৮して
ऊら、住民向けに資সੑ઺ृ工事に関する
説明会をजれझれ複数回開催して、丁寧な
説明を重ねて合意形成を実現しました。

また、住民が居住しながらの工事でँっ
たため、๱ఠषのৌੁृ、ংঝコॽーと࿑
ৣを৊時にຆำしないといった居住ਙषの
ଦൟを行いました。

加えて、耐震補強工事と併せて大規模修
繕工事を実施することにより、工事のため
に設置する架設足場を兼用して、コスト面
で効率的な工事とすることができました。

ग़ॡ७レথス঵਴管理組合 さま

建 設 地︓東京都ႅ田区঵਴ڭ丁目
規 模︓地上ڴ階

住宅68戸
延床面積 約4,000㎡

建築時期︓昭和56年
工事完了︓令和元年ڴ月
工事内容︓耐震補強工事

(ॹ२ॖথUইレー঒工法）

ग़ॡ७レンス঵਴ 耐震補強工事

【ご利用いただいた融資】 マンション共用部分リフォーム融資

【工事後】

補強ইレー঒

補強ইレー঒

感●

●

●

謝状贈呈先

団地概要

特徴

感謝状を贈呈したマンションのご紹介
感謝状の贈呈は、良好な住環境の整備に寄与した団体などに対し、住宅金融支援機構理事長から機構とし

ての謝意・敬意を表すとともに、良質な住宅供給およびまちづくりの啓発を促進することを目的として実施
するものです
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住民向けに工事に関する説明会を複数回
開催して、丁寧な説明を重ねて合意形成を
実現するとともに、安全に関する告知を
行って、住民の安全確保に努めました。

また、住民が居住しながら工事を進めら
れる工法を採用し、工事中の住民の負担を
軽減しました。

加えて、耐震補強工事と併せて大規模修
繕工事を実施することにより、工事のため
に設置する架設足場を兼用して、コスト面
で効率的な工事とすることができました。

柿の木坂パレス管理組合 さま

建 設 地︓東京都世田谷区野沢３丁目
規 模︓地上13階

住宅146戸
延床面積 約7,800㎡

建築時期︓昭和47年
工事完了︓令和元年11月
工事内容︓耐震補強工事

(制震ブレース工法）

柿の木坂パレス 耐震補強工事

【ご利用いただいた融資】 マンション共用部分リフォーム融資

【工事後】

制震ブレース

制震ブレース

感●

●

●

謝状贈呈先

団地概要

特徴
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౰ηンλʔのग़൛෺ɺηϛφʔ౳の࠷৽৘ใ͸ɺҎԼのϗʔϜϖʔδΛ͝ཡくͩ͞いɻ

IUUQT���XXX�NBOLBO�PS�KQ�

ʢެࡒʣϚンγϣン管理ηンター͔Βͷ͓஌Βͤ
　当センターは､ マンション管理の適正化を推進する事業を行うため､ 昭和60年８月に設立されました。
　また､ 平成13年８月に施行された「マンション管理の適正化の推進に関する法律」に基づき､ 我が国唯一
の「マンション管理適正化推進センター」の指定を受けています。
　管理組合や管理関係者のパートナーとして､ 以下の事業を通じ､ 良好なマンションライフの実現のための
お手伝いをしています。

˓֤छηϛφʔの։࠵Ŋ ૬ஊ
˓「マンションΈΒいωοτʢマンションཤྺシεςϜʣ」のӡӦ
˓「マンション؅ཧαϙʔτωοτʢマンション؅ཧ૬ஊσʔλϕʔεʣ」のӡӦ
˓ग़൛Ŋ ϗʔϜϖʔδ౳ʹΑる৘ใఏڙ
˓ॅ୐ۚ༥支援ߏػのマンションڞ༻部෼ϦϑΥʔϜ༥ࢿの債຿อূ
˓マンション؅ཧ࢜ݧࢼŊ ๏ఆߨशの࣮ࢪ

　管理組合が､ 住宅金融支援機構のマンション共用部分リフォーム融資等を利用する場合､ 当センターに保
証料をお支払いいただくことにより､ 当センターの連帯保証を得て､ 無担保で融資を受けられます。

˘อূྉʹͭいͯ

　住宅金融支援機構のマンション共用部分リフォーム融資の債務保証料は以下のとおりです。
　当センターが運営しているマンションみらいネットに登録している管理組合等は特定管理組合（※１）の保
証区分の保証料が適用されます。

อূྉʢอূֹۚ��ສԁ͋ͨりʣ� ʢ୯Ґɿԁʣ
� อূؒظ˞̎
อূ۠෼ �೥ �೥ �೥ �೥ �೥ �೥ �೥ �೥ �೥ ��೥
一般؅ཧ૊合 ��� ��� �
��� �
��� �
��� �
��� �
��� �
��� �
��� �
���

ɹɹಛఆ؅ཧ૊合˞̍ ��� ��� ��� �
��� �
��� �
��� �
��� �
��� �
��� �
���

※１　特定管理組合とは､ 次の①から⑤のいずれかに該当する管理組合です。
①　当センターが運営している「マンションみらいネット」に登録している管理組合
②　�住宅金融支援機構の「マンションすまい・る債」の残高が存在する管理組合又は購入した債券をすべて買入消却しているが､

今後も積立ての継続を希望している管理組合
③　�融資の対象となる工事において､ 耐震改修工事､ 省エネルギー対応工事､ バリアフリー対応工事のいずれかの工事を行う管理

組合
④　�住宅金融支援機構の災害復興住宅融資（マンション共用部分補修（管理組合申込み））を利用する管理組合
⑤　�平成18年度までに公庫マンション維持管理基準を満たした管理組合として､（公財）マンション管理センター又は（一財）住宅金融

普及協会に登録されている管理組合
※２　保証期間が11年を超える場合の保証料は、下記、当センター業務部にお問合せください。

■ɹお問合せઌɹ■

ʢެࡒʣマンション؅ཧηンλʔɹۀ຿部ɹ�˟ ��������ɹ東ژ౎ઍ୅ా۠一πڮ�����ɹؠ೾ॻ店一πڮϏϧ�֊�
ి࿩ɿ��ʢ����ʣ����ɹ'"9ɿ��ʢ����ʣ����

຿ͷ͝Ҋ಺ۀ຿保ূ࠴
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ʮ௕ظ修繕ܭը作成ɾ修繕ੵཱۚࢉग़αーϏεʯͷ͝Ҋ಺

ʮ௕ظ修繕ܭըඪ४༷ ɾࣜ作成Ψイυϥイン׆༻ͷखҾ͖ʯͷ͝Ҋ಺

　マンション管理センターでは､ マンション管理組合の皆様が現在の長期修繕計画や修繕積立金の額を見直しする際に､
比較検討の目安（セカンドオピニオン）としてご利用いただけるよう､ 概略の長期修繕計画の作成とこれに基づく修繕積
立金を算出するサービスを行っています。

˘�͜のαʔϏεのར༻ྫ

̍ʣݱ�ঢ়の௕ظमસܭըの಺༰΍मસੵཱۚのֹ͕ద੾͔νΣοΫͨ͠いɻ
̎ʣ�ґཔͨ͠ઐ໳Ո͔Βఏग़͞Εͨ௕ظमસܭըの಺༰ͱमસੵཱۚのֹ͕ద੾͔νΣοΫͨ͠いɻ
̏ʣ�௕ظमસܭըのݟ௚͠ͱमસੵཱۚの૿ֹʹͭいͯŊ૯ձʹࢾるࡍのࢿߟࢀྉͱͨ͠いɻ

˘�͜のαʔϏεʹΑる௕ظमસܭըの಺༰

ɹ͜のαʔϏεʹΑり࡞੒する௕ظमસܭը͸Ŋ国౔ަ௨লʹおいͯࡦఆ͞Ε 「ͨ௕ظमસܭըඪ४༷ࣜ」Λ༻いŊ「௕ظम
સܭը࡞੒ΨΠυϥΠン」ٴͼ「ಉίϝンτ」ʹ Ԋͬͨ಺༰ͱͯ͠いますɻͨ ͩ͠Ŋ࣍の͕߲ࣄҟなͬͯいますɻ
̍ʣݐ�෺ɾઃඋͷݱঢ়΍मસ౳ͷཤྺʹؔͯ͠Ŋௐ ɾࠪ਍அΛߦΘͣŊఏग़͍ͯͨͩ͘͠ňೖྗσʔλهೖථŉʹΑ͍ͬͯΔͨ

ΊŊඪ४༷ࣜୈ̎߸ʢௐ ɾࠪ਍அͷ֓ཁʣ͸Ŋলུ͍ͯ͠·͢ɻ·ͨŊඪ४༷ࣜୈ̍߸ʢϚϯγϣϯͷݐ෺ɾઃඋͷ֓ཁ౳ʣͷ
ೖථŉͷ߲໨ͷΈͱͳΓ·͢ɻه͸Ŋňೖྗσʔλࡌه

̎ʣ�ඪ४༷ࣜୈ̐�̐߸ʢਪఆमસࣄ޻අ಺༁ॻʣͷਪఆमસ߲ࣄ޻໨͝ͱͷ୯Ձ͸ŊҰൠతͳܭըमસࣄ޻ͷ࣮ࢪσʔλ౳
Λ΋ͱʹઃఆͨ͠ඪ४Ϟσϧͷށ౰ͨΓͷֹΛŊϚϯγϣϯͷܗঢ়Ŋ༷࢓౳ʹΑΔ܎਺Ͱิਖ਼͍ͯ͠·͢ɻ͠ ͕ͨͬͯŊ
ਪఆमસࣄ޻අ͸Ŋ֓ࢉͱͳΓ·͢ɻ

༺੒අ࡞�˘

̍ʣ�マンション؅ཧηンλʔొ࿥؅ཧ૊合ɺマンションΈΒいωοτొ࿥؅ཧ૊合ɿ
� � ̎౩まͰ̍౩ຖʹɹ֤��
���ԁʢ̏౩໨Ҏ߱̍౩ຖʹ �
���ԁʣ
̎ʣ�্ 
��Ҏ֎の؅ཧ૊合ɿ̎౩まͰ̍౩ຖʹɹ֤ه���ԁʢ̏౩໨Ҏ߱̍౩ຖʹ� ��
���ԁʣ
̏ʣ�؅ཧ૊合Ҏ֎ɿ� ̎౩まͰ̍౩ຖʹɹ֤��
���ԁʢ̏౩໨Ҏ߱̍౩ຖʹ� ��
���ԁʣ
ʢ஫ʣ̍ ౩ɿʮೖྗσʔλهೖථʯ̍ ηοτΛ͍͍·͢ɻ
˞ɹ࡞੒අ༻͸੫ࠐΈ

ৄ͠く͸ɺϗʔϜϖʔδΛ͝ཡくͩ͞いɻIUUQT���XXX�NBOLBO�PS�KQ���@TLJMMTVQQPSU�TLJMMTVQQPSU�IUNM

ʦ໰߹ͤઌʧçެӹஂࡒ๏ਓϚンγϣン管理ηンター�ٕज़෦ɹ5&-�ʢ��ʣ���������

؂ɹɹɹमʗ国౔ަ௨লॅ୐֗ࢢہ஍ݐங՝マンション੓ࣨࡦ

ฤஶ・ൃߦʗެӹஂࡒ๏ਓマンション؅ཧηンλʔ

"�൑・ఆՁ�
���ԁʢ੫ࠐΈʣɺొ࿥؅ཧ૊合・ηンλʔ௨৴ߪಡձһ�
���ԁʢ੫ࠐΈʣɹ

ਃࠐ͸͜ちΒ͔ΒɹIUUQT���XXX�NBOLBO�PS�KQ���@CPPL�CPPL�IUNM

ʤ಺༰ʥᶗ�ղઆฤɹ�৽ஙマンションߪೖ༧ఆऀɺຢ͸௕ظमસܭըのݟ௚͠Λߦお͏ͱする؅ཧ૊合౳Λର৅ͱͯ͠ɺ௕ظमસܭ

ըの಺༰ͱमસੵཱۚのֹのઃఆʹͭいͯɺ国౔ަ௨লʹおいͯࡦఆ͞Ε 「ͨ௕ظमસܭը࡞੒ΨΠυϥΠン」

ʹԊͬͨ࣍の۩ମ的なνΣοΫϙΠンτΛղઆͯ͠いますɻ

ᶃ「௕ظमસܭըඪ४༷ࣜ」Λ༻いͨνΣοΫํ๏

ᶄ「௕ظमસܭը࡞੒・मસੵཱۚࢉग़αʔϏε」Λར༻ͨ͠νΣοΫํ๏

ᶘࢿ�ྉฤɹ・௕ظमસܭը࡞੒ΨΠυϥΠン・ಉίϝンτ

・௕ظमસܭըඪ४༷ ʢࣜ$%�30.෇ʣ



૊合ӡӦঢ়گ΍मસཤྺなͲの
؅ཧ৘ใの੔ཧ・อ؅͕Ͱ͖る

管理データ保管機能 インターネット閲覧機能 修繕履歴情報ネット登録機能

૊合һ͕Πンλʔωοτܦ༝Ͱ
ొ࿥৘ใ΍ిࢠԽਤॻΛӾཡͰ
͖る

いͭͰ΋ࣗ༝ʹΠンλʔωο
τܦ༝Ͱमસࣄ޻のه࿥Λొ
࿥Ͱ͖る

૊合の࢈ࡒͰ͋るจॻ΍ਤ໘Λ
Խͯ͠อ؅Ͱ͖るࢠి

図書電子化機能 電子掲示板機能 比較一覧表作成機能

ཧࣄձ͔Β૊合һ΁のお஌Βせ
΍໾һؒのҙ͕׵ަݟͰ͖る

国の؅ཧඪ४ࢦ਑ɺଞマンショ
ンͱൺֱ͠؅ཧӡӦঢ়گの఺
Ͱ͖る͕ݕ

　「マンションみらいネット」は、マンション管理情報、修繕工事履歴等を電子データとして整理・保管し、
マンションを適正に維持管理していくことを目指したシステムです。登録されたデータは、インターネット
を通じて常に全組合員が情報共有できるので、組合内の合意形成にも役立ちます。
　また、組合運営で生じた文書・図面等の図書を電子化し、保管庫として蓄積することもできます。

◆文書も図面も管理組合運営に関わる全ての書類を電子データ（PDF形式）に変換して蓄積できます。
◆データ保存容量に制限が無いので、どんどん電子化できます。

マンション管理組合を支援するための豊富な機能マンション管理組合を支援するための豊富な機能マンション管理組合を支援するための豊富な機能マンション管理組合を支援するための豊富な機能

マンションみらいネットの図書電子化機能の特徴マンションみらいネットの図書電子化機能の特徴マンションみらいネットの図書電子化機能の特徴マンションみらいネットの図書電子化機能の特徴
●　文書も図面もどんどん蓄積できます!!

◆保管情報はインターネット経由でパソコンを始め、さまざまなデバイスから、いつでもどこでも閲覧・
印刷できます。

◆専用サーバーで保管情報を共有しているため、複数人が同時に使用できます。

●　電子化したデータをどこからでも取り出せます!!

◆大切なデータを堅牢なデータセンターで万全に保管します。
◆セキュリティ対策を万全に施した専用サーバーでデータをお預かりしますので、劣化、破損、紛失等の
トラブルも起こりません。

◆万が一に備えてバックアップデータも保管しますので、データ消失の心配がありません。

●　安心のデータセンター保管で劣化知らず!!

（公財）マンション管理センター 企画部 TEL 03‒3222‒1518 FAX 03‒3222‒1520

・マンション共用部分リフォーム融資保証料の割引　　 ・「マンション管理センター通信」の無料購読
・「長期修繕計画・修繕積立金算出サービス」の割引利用　・書籍割引購入
・「マンション管理サポートネット」の無料利用　等々

・・・マンション共用部分リフォーム融資保証料の割引　　マンション共用部分リフォーム融資保証料の割引　　マンション共用部分リフォーム融資保証料の割引　　 ・「マンション管理センター通信」の無料購読・「マンション管理センター通信」の無料購読・「マンション管理センター通信」の無料購読
・・・「長期修繕計画・修繕積立金算出サービス」の割引利用　・書籍割引購入「長期修繕計画・修繕積立金算出サービス」の割引利用　・書籍割引購入「長期修繕計画・修繕積立金算出サービス」の割引利用　・書籍割引購入
・・・「マンション管理サポートネット」の無料利用　等々「マンション管理サポートネット」の無料利用　等々「マンション管理サポートネット」の無料利用　等々

みらいネットに登録すると特典も盛りだくさん！

マンションみらいネットのご案内
（公財）マンション管理センター（国土交通大臣指定マンション管理適正化推進センター）がお届けするマンション履歴システム

お 問 合 せ 先
ホ ー ム ペ ー ジ ｢マンションみらいネット｣専用ページ https://www.mirainet.org
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■೥ؒར༻ྉ͸ɺىಈ༻$%�30.̍ຕʢຢ͸64#̍本ʣʹ͖ͭ�
���ԁʢ੫ࠐΈʣͰすɻ
ɹˎར༻ਃࠐॻʹඞཁຕ਺Λ͝هೖくͩ͞いɻ
■マンションΈΒいωοτొ࿥؅ཧ૊合まͨ͸౰ηンλʔొ࿥؅ཧ૊合͕おਃࠐΈの৔合ɺ̍ຕおਃࠐΈの
ͱ͖Ͱ΋ىಈ༻$%�30.Λ̎ຕおૹり͠ますɻ

　マンション管理センターでは、当センターに寄せられた相談事例に基づくQ&Aを作成し、裁判
例、関係法令、各種細則モデルなども合わせたマンション管理に関する有用な情報を「マンショ
ン管理サポートネット」を通じて、マンション管理組合をはじめマンション管理士、マンション
管理業者などの関係者の皆さまに提供しています。

Ϛンγϣン管理αϙートネットͷߏ成

ਃࠐΈखଓ͖

೥ؒར༻ྉ

マンション؅ཧʹؔする࣍の̒ͭの۠෼͔Βߏ੒͞Εͯいますɻ

2�"
マンション؅ཧʹؔする2�"͕
Ͱ͖ますɻࡧݕ

ΧςΰϦʔ
ࡧݕ

Ωʔϫʔυ
ࡧݕ 2一ཡ

๏ྩɾ௨ୡ౳
๏ྩ・ن໿・ҕୗܖ໿ॻ・؅ཧඅ
౳଺ೲͱ๏的खଓ͖のਐΊํ౳͕
μ΢ンϩʔυͰ͖ますɻ

ࡧɹݕ

൑ ྫ ू
マンション؅ཧʹؔするࡋ൑ྫ͕
Ͱ͖ますɻࡧݕ

ΧςΰϦʔ
ࡧݕ

Ωʔϫʔυ
ࡧݕ

ଇϞσϧɾ࣮ࡉ ຿༷ࣜ
ଇϞσϧ・࣮຿༷͕ࣜμ΢ンࡉ
ϩʔυͰ͖ますɻ

ࡧɹݕ

తͳղઆૅج
マンション؅ཧʹؔするج本的な
ӾཡͰ͖ますɻ͕߲ࣄ

ࡧɹݕ

໰߹ͤઌҊ಺
マンション؅ཧʹؔする問合Θ
せ͕ؔػরձͰ͖ますɻ

রɹձ

お問合せઌ ެӹஂࡒ๏ਓɹϚンγϣン管理ηンターɹ管理情報෦
˟���ô����ɹ東ژ౎ઍ୅ా۠一π̎ڮஸ໨̑ô̑ɹؠ೾ॻ店一πڮϏϧ̓֊
ి࿩ɹ��ô����ô����ɹ'"9ɹ��ô����ô����

おਃࠐΈʢਃࠐॻ・ར༻ྉのৼࠐΈʣ
� ˎ�マンション؅ཧηンλʔのϗʔϜϖʔδの「マンション؅ཧαϙʔτωοτ」

のϖʔδ͔Β「8FC」౳Ͱおਃ͠ࠐΈくͩ͞いɻ
� ˎར༻ྉΛおৼりࠐΈくͩ͞いɻৼࠐख਺ྉ͸͝ෛ୲ئいますɻ
� ৼ࠲ޱࠐ͸ɺࡾඛ6'+ۜߦɹਆอொ支店ɹී௨༬ۚ࠲ޱɹ�������
� ɹɹɹɹɹɹެӹஂࡒ๏ਓマンション؅ཧηンλʔ
಺༰֬ೝ・ೖۚ֬ೝ
� ˎਃࠐॻのࡌه಺༰΍ར༻ྉのৼࠐΈঢ়گなͲΛ֬ೝ͠ますɻ

ಈ༻$%�30.ʢຢ͸64#ʣのૹ෇ى
� ˎೖۚ֬ೝ͔Β$%�30.ʢຢ͸64#ʣ͕౸ணするまͰ̍िؒఔ౓͔͔りますɻ

マンション؅ཧ૬ஊσʔλϕʔε

Ϛϯγϣϯ؅ཧαϙʔτωοτ
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Ϛϯγϣϯ࠶ੜٞڠձͷ͝Ҋ಺
マンション࠶生協ٞ会は、վम、建ସえ等のマンション࠶生にऔり組む管理組合やマンション建ସ組
合等を支援するために設立されたஂମです。国土交通省や地方公ஂڞମからఏڙされた࠷৽のߦ政χ
ϡースやؔ܎๏ྩ等の情報のଞ、マンション࠶生事ྫや地方公ஂڞମの相談૭ޱ、セϛφー情報など、
マンション࠶生に༗用な֤छ情報をൃ৴しています。マンション管理組合のօ༷のマンション࠶生の
ごݕ౼にお໾立てください。

マンション再生協議会ホームページ　お役立ち活用方法のお知らせ
ホームϖーδのΞυϨスΞΫセス方๏はこちら
IUUQ���N�TBJTFJ�JOGP�　または

1
2

3

マンション再生協議会について
事務局：（公社）全国市街地再開発協会
所在地：東京都千代田区三番町１番地５　石油健保ビル２階
電話：03-6265-6617　FAX：03-6265-6692
会員数：199（都道府県47、市区87、公益法人等37、NPO法人等15、学識経験者13）2021年4月現在

＜相談窓口、お問合せ＞ 電　話：03-6265-6617（平日　10時～17時）
 メール：http://m-saisei.info/adviser/mailsoudan.html

＜マンション再生協議会Information＞ 配信申込：http://m-saisei.info/info/mailinfo.php

マンション再生協議会
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ૣΊͷઐ໳Ոͷ૬ஊ͕੒ޭͷൿ݃Ͱ͢ɻ
਎ۙͳ૬ஊઌΛ͚ͭݟ·͠ΐ͏

マンションは、ଟछଟ༷なډ住者とのڞ༗財࢈であるため、一า一า確࣮なスςッϓをܦて合意ܗ੒
を図ることがܽかせません。ॳظのൃ意のஈ֊で஫意す΂き点を理解し、ૣい時点でઐ໳Ոを交えて
があޱのօ༷のൃ意を無事に੒बされるために΋、どんな相談૭ࢤをਐめることが大੾です。༗౼ݕ
るのかʁ ద੾なઐ໳Ոにग़会うためにどうしたらྑいかʁ、などの情報のߟࢀにしていただけたら
。いです޾

1 ༗ࢤͰݕ౼ͷࡍͷ࠷ॳͷ情報ऩूʹ໾ཱͭࢿྉΛ͝ΒΜ͍͚ͨͩ·͢ɻ

˗Ϛンγϣン࠶ੜͷϑϩー
これからマンション࠶生を࣮ࢪしΑうとݕ౼をされている管理組合のօ༷に、
マンション࠶生を࣮ࢪする場合、۩ମతにどのΑうな޻ఔを୧ることになる
のか、全޻ఔを７つのスςッϓに分けて੔理しました。
༗ࢤにΑるݕ౼のॳظから࠶生のݕ౼にあたってʮどこに相談したらΑいの
かʁʯʮどんな)1に情報があるのかʁʯをわかりやすく੔理しています。
本ॻをダ΢ンϩーυいただき、֘౰ϖーδをΫリッΫしていただくとほしい
情報のホームϖーδをごらん௖くことができます。

ఆن४๏ूஂجஙݐੜʹ͔͔Δ࠶˗
お住まいのマンションが、建築時どのΑうな規੍がかかっていたか、ͦࡏݱ
れはどうมわっているのか、マンションにかかる๏規੍（ूஂ規ఆ）を理解
し、マンション࠶生にお໾立てください。

ʮ分ৡ౰時の৽築の際の建築੍限はどのΑうな΋のがあったのかʁʯ
ʮ建ସえるとすると、վमするとすると、ࠓどのΑうな建築の੍限と؇࿨の
規ఆがあるのかʁʯを解આしています。建ସえ・վमのスタートにあたりઐ
໳Ոに相談されるલに建築๏規を理解したい方のためにߟࢀとなる情報をఏ
。していますڙ

2 ਎ۙͳઐ໳Ոʹ૬ஊ͍ͨ͠ɻ༗ࢤͰηϛφーʹࢀՃ͍ͨ͠

˗૬ஊ૭ޱɾηϛφー情報ɾ֤छิॿۚɹΞυόイβー೿ݣ
おۙくのߦ政の相談૭ޱの一ཡを始め、֤ 地で開࠵されているセϛφー情報・
ิॿ金情報などを一ཡでまとめました。
վम޻事・建ସえݕ౼の際まͣ࠷ॳに୭に相談したらΑいかご確認ください。

3 վ修ɾݐସ͑ͷաڈͷ࣮ྫΛ஌Γ͍ͨ

˗վ修ྫࣄɾݐସ͑ྫࣄ
աڈのマンションվम事ྫをվम内容ผにৄしくまとめております。どんな
。事でどれくらい費用がかかったのかなど確認いただけます޻
建ସえ事ྫでは、ԁ׈Խ๏・ͦのଞの建てସえなどの࣮੷をैલ・ै後の情
報と合意ܗ੒までのྲྀれをまとめております。
建ସえのಛ௃ผに分ྨし一ཡを用意しておりますので、आ地・ྡ઀地とのڞ
ಉ建ସえなどごܭըに合わせてաڈの࣮ྫをࢀ照できます。

STEP 1
基本的な情報収集

総会
マンション再生項目及び調査委託予算の決議

STEP 2
マンション再生に向けての条件整理

STEP 4
複数の再生案を作成

STEP 3
再生項目の水準の検討

STEP 0
有志による提案

総会
マンション再生に向けての検討開始の周知
（必要に応じ専門委員会設置等の決議）

理事会
有志による提案を了承

総会
マンション改修決議

総会
マンション建替え決議

全体説明会の開催
（現状報告並びに再生項目と水準及びその工事概要の説明）

改修 建替え

改修 建替え

マンシ ョン再生 （改修、建替え ）の流れ

再 生 の 完 了

2017/04/18マンション再生協議会 改訂第9版

1

総会
マンション再生の推進決議（再生案の決定）

※簡易なもの

STEP 5
再生事業の計画

STEP 6
再生事業の実行

※

マンション再生にあたっては、現行の建築関連法に適合することが必要となります。

そのうち、建築基準法による規制は、次のものがあります。

①「建物の安全性確保」のための敷地・構造・防火・避難・設備の規制 （単体規定）
②「健全なまちづくり」のための接道・建物用途・形態の規制 （集団規定）

ここではマンション再生にかかる集団規定について解説します。お住まいのマンションが

①建築時どのような規制がかかっていたか
②現在、それは変わっているのか

などを把握してください。

マンションにかかる法規制（集団規定）を理解しマンション再生にお役立てください。

目 次

第一 建築時の法規制(集団規定）把握のために準備するもの

第二 マンション建築時の法規制（集団規定）を把握しましょう

第三 マンション建築時と現在の法規制（集団規定）の理解

参考－１ 建築基準法（集団規定）のおおまかな変遷

第四 注意すべき建築基準法 規制強化項目

参考－２ 用途地域のおおまかな変遷

第五 その他の集団規定について

資料－１ 増築等の工事に先立つ集団規定既存不適格に関するチェックフロー
資料－２ 特例的制度を適用して建築されたマンションの取扱い

1

マンション再生（改修･建替え）にあたっての法規制(集団規定）の理解

2017/06/29 第2版
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マンション編

住まいの
管理手帳
住まいの
管理手帳

編

日頃のお
手入れは

これ1冊
でOK!

2020年11月、改訂版発行！！　 好評販売中！
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（再生紙使用）

0120－0860－23

国土交通省住宅局市街地建築課　マンション政策室
（公財）マンション管理センター

０３－５２５３－８１１１（代）
０３－３２２２－１５１６（代）
０３－３２２２－１５１８
０３－３２２２－１５１７
０３－３２２２－１５１９

０６－４７０６－７５６０

０３－３５００－２７２１（代）
（局番なし） 188
０570－016－100

（一社）マンション管理業協会
国民生活センター（消費者ホットライン）

（公財）住宅リフォーム・紛争処理支援センター（住まいるダイヤル）

「マンションすまい・る債」についてのお問合せ先

マンションに関する関係機関

マンションみらいネット、組合登録・機構融資の債務保証
組合運営、管理規約等のご相談
建物・設備の維持管理のご相談

大阪支部

本 

部

支
部

電話番号関　係　機　関

北 海 道 支 店
東 北 支 店
本店マンション・まちづくり支援部
東 海 支 店
近 畿 支 店
中 国 支 店
九 州 支 店

011-261-8305
022-227-5036
03-5800-9366
052-971-6903
06-6281-9266
082-221-8653
092-233-1509

住宅金融支援機構マンション情報BOX　2021春夏号

■「マンションすまい・る債」の一般的なお問合せ

■積立手続・登録内容の変更手続・債券の買入れ手続等に関するお問合せ

住宅金融支援機構お客さまコールセンター
住宅債券専用ダイヤル

※積立開始後の残高などの照会につきましては、お客さま情報保護の観点から、登録いただいている管理組合の代表者の方
（理事長等）及び委託を受けている管理会社の方に限り回答しています。このため、電話照会時においては、積立ていた
だいている積立手帳番号、積立組合名や代表者の方の氏名など（このほか、委託を受けている管理会社の方には管理会社
名など）あらかじめご登録をいただいた積立内容の分かる事項等の確認をさせていただいております。これらの事項の確
認ができない場合は、ご照会にお答えできませんので、ご了承ください。

•営業時間　９：００～１７：００（土日、祝日、年末年始は休業)
•国際電話等でご利用いただけない場合は、次の番号におかけください（通話料金がかかります。）。
　　　電話：０４８－６１５－２３２３
•月曜日や祝日明けはお電話が混み合い、つながりにくい場合がありますのでご了承ください。
•お電話の内容は、相談サービスの質の向上と内容を正確に承るため、録音させていただいております。

本誌の掲載記事（写真、図表等を含む。）の全部または一部の無断転載を禁じます。
本誌掲載分のうち意見にわたる部分については執筆者の見解であって、住宅金融支援機構の見解ではありません。

「マンション共用部分リフォーム融資」についてのお問合せ先

（事務受託銀行）  みずほ銀行　資本市場部  業務第二チーム

TEL：03－5252－6017
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　　　　　〒112－8570　東京都文京区後楽１丁目４番１０号
　　　　　ＴＥＬ／03－5800－8217 　ＦＡＸ／03－5800－8210
　　　　　ホームページ／https://www.jhf.go.jp/
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